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令和 年(2019年)12 、 体が特 ていない の が中 で ました。そ

して令和2年(2020年)1 、 ( )が、 体として新 の (

-19、以 新 とい 。)が たことを しました。その 、 は に

大し、 年3 に は、新 が ( な 行)に ったとの を

しました。この つ 年では を ない 態に するため、 地では 市 (

) の が ら 、 動が大 ました。その 、令和2年(2020 年)

半の は めて しいものとなりました。 が を せ始めると、い

動が回 に た中 を始め、 で しの動 がみら る になりましたが、

の新たな や新しい の などに り、 年 は回 の動 がやや減 しています。 

もまた、この 大に り 大な を けました。 が の は や な回

を けて ましたが、 年は 外 の減 や の を け、 にその動 が ま

っていました。令和 年(2019 年)には、10 に 率が10％に 上 ら たことや

が 次い ことに る みがみら ました。そ らの は令和 2 年(2020 年) めに けて

に和らいでいたものの、新 が に 行したことで、ま が

し、外 に り 人 を中 に内 が し 、 らには に る 市

の 動の に り、外 も大幅に減少しました。その 、 動が に 、

の などにも り、一 の み らは に しましたが、 内 地で が

大したことに り、 では回 の動 に一 がみら ています。 

新 の においては、 した と 動の を図ってい ことが新たに

めら る になりました。 においては 新しい が 、 3 を け

る行動や、 や などが る になりました。また、 動では

や が に するなど、 方の も大 ました。この

に、新 の 大 において、 た の 動は幅 い で大 しま

した。 

この な内外 の中に って、 県 の動 を するとともに、 と を ら に

するため、 一部では、 1 で や の動 について をもとに し、

2 では最 の 県の 動 について、令和 年(2019年) ら令和2年(2020年)に けての

の ら しています。そして、今回新たに けた 3 では、新 の 大

が 県にもたらした について、県内の 大の や な の動 、 の

などをもとに し、 県がどの な に る を ら にしてい ます。 

 

第１部　青森県経済の動向
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 の  

   

平成28 年(2016 年) 半 ら の 大に る の などを に

した は、 回 に 大の が の に成 をもたらしたことで、

で成 が加 していましたが、 中 の などに り平成30 年(2018 年) 半には動

が 化し、令和 年(2019年)も、 中 や中 の減 など ら 全体の 大の

は なっていました。この な中、 年12 に中 で の新 の

が 、令和2年(2020年)になると 中に が まり、こ に り の は 大

な を けることとなりました。 年3 には ( )が ( な

行)との を し、その ら の や地域で外 や 市 ( )などの

が ら る になり、 動が一 に大 ました。そ と に、 を

和するための や、 動の を しする も で ら る に

なりましたが、 の 大や 動の の は大 、令和2年(2020年) 半の

は、1930年 の大 や、平成20年(2008年)の といった の大 な

と比較 る な大幅な 成 となりました。4 に が を せ

始め、 動が に ると、 にも しの動 がみら ましたが、その

も 地で が 大し、そ に い や 市 が たことなどに り、 年

においては回 に の減 がみら ています。 

先行 については、 における 加 な や、 に る 上 の

ら、 の成 は令和3年(2021年)以 加 してい と ま ていますが、 の回

には 間で大 な らつ が るとも ています。今 の としては、新たな の

や の 通に する などが ら ており、 の 大や など の

の の 平 などに る が高ま 、 回 は らに になると て

います。 

 

  の 成   

新 の な 行に り、令和2 年(2020 年) 半の は めて しい に

りました。 年3 ら 大 のために 動や人の 動が 、 動の

で る人 の が たためです。 ともに の は 大なものと

なり、 の や地域において、4 6 の 成 率は 最大の 成 となりました。 

ま 、 の 内 ( )成 率をみると、 では、 の(2009

年)6 を の として 回 を けて ましたが、令和2年(2020年)2 に の山を えて

 の の  

 

 
最近の 経済 本経済の動向 第 章  最 の が することとなり、 成 率も 年1 3 において24 りに

成 に 、4 6 には 比31.4％減と 最大の 成 (年率 )となりま

した。その 、 動の な に り大幅に しましたが、10 12 では

大に る など ら減 しています。 では、成 の が 化しつつも平成 25

年(2013年)4 6 以 成 を していましたが、令和2年(2020年)1 3 は28

りに 成 となり、4 6 には 39.2％減と 最大の 成 となりました。7 9

は したものの、 年 は 動が 化し、10 12 は 成 に てい

ます。 もまた、 年1 3 に 56.4％減と 最大の みとなりました。なお、

も他の と に4 6 において 最大の 成 となり、その は 動の

など ら7 9 以 成 に ています。(6 成 率の ) 

また、新 について、 1 の成 率をみると、中 は、最 に 大が たこ

と らい を け、令和2年(2020年)1 3 は 比6.8％減と の 成 とな

りました。し し 年4 6 には 成 に し、他 が大 な 成 となる中、

をけ する となり、その も 幅を 大 せています。 や 、

においては、中 を 他 と 、4 6 における が最も深 なものとなっています。(図

1-1-1) 
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 の  

通 ( )が令和3年(2021年)1 に した 通し では、令和2年(2020

年)の 全体の成 率は、 年 半 に 地域で を上回る回 がみら たこと ら、 年

10 の を0.9 上回る 3.5％と ています。令和3年(2021年)の 通し

についても、 などの における 加 な と、 に る の上

の ら、 回の を0.3 上方 した5.5％となっています。し し、 回 に

は 間で大 な らつ が るともみら ており、 な や い が で

る先進 では の が他 りも に少ないと る一方で、新 においては、

い回 をみせる中 とその他の との間で が大 がると ています。今 の

としては、新たな の や の新しい 、 の 通に する や 率を

め る などが ら ており、 の 大や など の の の

平 などに る が高ま 、 回 は らに になると ています。 

別にみると、 については、令和2年(2020年) 12 の 加 に り、令和3年(2021

年)は 回の を2.0 上回る5.1％と ま ています。一方で では、令和2年

(2020年) に の 大に り 市 が 、 動の 化がみら たこと ら、令和

3年(2021年)の 通しは1.0 方 の4.2％となっています。中 については、い

新 の まで回 しており、令和3年(2021年)は8.1％の成 が ま ています。

また、 では令和2年(2020年)の 市 和 の回 が りも ったこと ら、令

和3年(2021年)の 通しは 回の を2.7 上回る11.5％となっています。(図1-1-2) 

は、 動が 化するまでは、 に る な が で るとし、 体 に

は 2の 上 や の 、 もが を けら る 加 の成 の 、低 化

を加 する などを ています。また、 ら る 所で を するためには

な 間 が で り、 を で ない が る 合は、 は に し、

合 の で を す と しなけ ならないとの を しています。 
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2  や が最大 に た 合に 成で ると えら る、 間 な 内

( )の最高 。内 、 行、 においては、 中 に な

、 るいは を加 せない といった として ている。 

 

 

 

 の  

  

が の は、大 な などを とする の ( )の など

に い、 や な 回 の動 が いて ましたが、令和 年(2019年)に ると 外 の減

や 率 上 の など ら に まってい ました。令和2年(2020年)は、新

の な 行に り、 の と 、 が の も 大な を けました。 の

減を始め、 動の や 動の 、 らには の大幅な減少など、その は幅

い に しました。こ を け、令和2年(2020年)の 成 率( 次 )は、 年比

4.8％と11年 りの 成 となっています。 

 

 の  

ま 、内 が している 合 な で る 動 の 3をみてい ます。 

が した平成20年(2008年)9 ら大幅に した は、平成23年(2011

年)3 の東 大 に る みを 、 15 の の山で る平成24年(2012年)3

まで上 を けました。 年4 ら11 まで した は 上 に 、平成26年(2014年)3

には 率 上 に け み の で104.8にまで上 しましたが、その 動で

年4 に し、し ら み 態が ました。平成28年(2016年) 半以 は、 の

回 を に や に上 し、 け み の に いてい ました。 

平成30年(2018年)に ると に となり、令和 年(2019年) 半は、 率 上

や 風などの も加 って 化が ました。令和2年(2020年)1 2 はやや いとなった

ものの、3 以 は新 が に 行し、 態 の に り 動が した

ことで が つ大幅に 化し、 年5 には71.7まで しました。し し、5 に

態 が 、 動が した で、6 は大幅に上 しました。その は や

の しなどに り、10 には89.4にまで上 しましたが、11 以 は や の

に一 がみら 、12 は88.3と2 で しています。 

なお、内 は令和2年(2020年)7 に、平成30年(2018年)10 を の山と しまし

た。こ に り、平成24年(2012年)12 らの回 は71 間となり、 2 の と

なっています。(図1-2-1) 

                         
3  。 の の 化率を合成し、 化したもので、 の山の高

や の深 、 大や の いなど の を す と る。 
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に い、 や な 回 の動 が いて ましたが、令和 年(2019年)に ると 外 の減

や 率 上 の など ら に まってい ました。令和2年(2020年)は、新

の な 行に り、 の と 、 が の も 大な を けました。 の

減を始め、 動の や 動の 、 らには の大幅な減少など、その は幅

い に しました。こ を け、令和2年(2020年)の 成 率( 次 )は、 年比

4.8％と11年 りの 成 となっています。 
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平成30年(2018年)に ると に となり、令和 年(2019年) 半は、 率 上

や 風などの も加 って 化が ました。令和2年(2020年)1 2 はやや いとなった

ものの、3 以 は新 が に 行し、 態 の に り 動が した

ことで が つ大幅に 化し、 年5 には71.7まで しました。し し、5 に
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に一 がみら 、12 は88.3と2 で しています。 

なお、内 は令和2年(2020年)7 に、平成30年(2018年)10 を の山と しまし

た。こ に り、平成24年(2012年)12 らの回 は71 間となり、 2 の と

なっています。(図1-2-1) 
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3  成 の  

次に、 年の 成 率の をみてい ます。 

平成 30 年(2018 年)は、 人 や を中 に の動 に が った 、 や地

などの 、 中 に る 外 の減 の が や に ことに り、

を り しました。 

平成 31 年 令和 年(2019 年)は、 の に る の 減を とした の

や、 人 、 などの 、 の が ったこと ら、7 9 までは

成 が ましたが、 年10 の 率 上 に け み の 動減や 風の

などに り、 が に大 したこと ら、10 12 は 成 に ました。 

令和2年(2020年)に ると、新 が に 行し、1 3 は、 外 の や

の減少など ら が 減し、 人 も こと ら、 に

成 となりました。 らに4 6 は、 態 に 外 や 中 などが

いて 人 を中 に が大 し たことに加え、 な ( 市 )に

り も大幅に減少したこと ら、 最大となる29.3％の 成 (年率 )となりまし

た。7 9 になると、 動の や の特別 など ら大幅な 成 に

、10 12 も の な や の回 ら2 の 成 を しました。 

なお、令和2年(2020年)の 成 率( 次 )は、 年比 4.8％と

以 11年 りの 成 となっています。(図1-2-2) 
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  の  

の 化が進 していることに り、こ まで以上に 成 率に大 な を え

る になった の動 をみてみます。 

は、 な 回 を に平成29年(2017年) ら増加 が 、平成30年(2018年)

も、 けの 動 や けの 動 が ったことに り 年 比で の が

いたものの、11 以 は 中 の が したことで に ました。令和

年(2019年)も、中 や けの 動 の部 や、 けの が減少したことに り、

で しました。令和2年(2020年)に ると、新 の な 行に り 動が

し、3 ら 動 を中 に大 減少し始め、5 には 年 比28.3％減と

以 の大幅な みとなりました。し し、6 らは中 けを中 に回 となり、

が 大した11 に 幅がやや 大したものの、12 には ( )を えた け

み で中 けが たことに り 年 比2.0％増となり、2年1 りに 年 比で

となりました。(図1-2-3) 

一方の は、平成29年(2017年) ら平成30年(2018年)に けて、 が上 し

が増加したため が大幅に増加しましたが、令和 年(2019年)は、 や が

減少したため で しました。令和2年(2020年)になると、新 の で

が減少したことに い、 、 ( 化 )、 が減少した 、 減

少に る の減少など ら、5 には 年 比26.1％減にまで みました。6 以

幅はやや に りますが、 や の減少が 、12 まで で

しています。(図1-2-4) 
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を大 する の は、平成28年(2016年) ら平成30年(2018

年) まで や に上 した 、 は平成30年(2018年)11 を として平成31年(2019年)1

に けて に、 は平成30年(2018年)12 を に や に み、その は や

な上 と を り しました。令和2年(2020年)に ると、新 の 大に り

に人の 動が 、 の が 減したこと ら が しました。こ を けて

年4 には ( )加 と 加 に る 最大幅の 減 が 、

減 やその の の しなど ら、 の は6 の1 6 644 (

たり)を に、 は3 て9 の3 185 ( たり)を に回

に るものの、新 以 の には しています。(図1-2-5) 

令和2年(2020年)の の をみると、中 の 動 の を けた2 は中

らの が大 減少し1.1 の となり、平成19年(2007年)9 以 の 幅となりまし

たが、3 にはその幅は し、4 には な に り 動 などの が大幅に減少し

たこと ら、0.9 の に ました。7 になると、 が し始めた中 けの が増

加に たことなど ら4 りに となり、その も や中 の 動の に り

動 などの が したこと ら が ました。(図1-2-6) 

令和2年(2020年)の (通 )は、 が 動 や 動 の部 の減

少に り 年比11.1％減の68 4 067 、 が 、 の減少に り 13.8％減

の67 7 320 となったこと ら、6 747 の となり、3年 りの となっています。 
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次に、 地域別の の をみてみます。ま 、最大の で る中 について

みると、 年 1 または 2 に の で ともに減少する がみら ます。平成 30

年(2018 年)は の一 や の などに り の が 化し、令和 年

(2019年)は 中 などの に り、 ともに 年を 回って しました。令

和2年(2020年)は、1 以 、新 の 大に る 市 や 動 などに り

にも ら が ていましたが、 動の回 もまた、他 と比 て にみら まし

た。 は7 以 年を上回り け、年間では や 動 などの増加に り 年比2.7％

増の15 829 と2年 りの増加となりました。一方、 は、2 に大 の

4 には回 したものの、年間では などの減少に り 年比5.3％減の17 4 786

となり、 中 は2年 りに 幅が しています。 

中 に次 で る についてみると、令和 年(2019年)は、 が 動 などの

減少 ら 年に比 減少し、 も 動 や などの減少に り 減少しました。令和

2 年(2020 年)の は、 で行 た 市 や 動の などに り、3 ら 動

などが大 減少し、5 には 年 の5割 どにまで み、年間でも 動 や 動 の減

少が大 しして 年比17.3％減の12 6 125 となりました。一方の も、 減

少に る の減少など ら低 し、年間では 年比14.0％減の7 4 266 となり、

は2年 りに 幅が しています。 

また、令和2年(2020年)の中東 らの についてみると、 が大 3

以 減し、5 には 年 比 7割減となるなど、大幅に減少しています。(図1-2-7) 
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や など 外との 合 な を す についてみると、平成30年(2018

年)は、 高などの で の 幅が大幅に したことなどに り、 半になると 年

を 回り け、年間では4年 りに減少しました。令和 年(2019年)は、 中 などの

で の 幅が しましたが、 の が増えたことに り が

に 化したこと ら の 幅が 大し、年間では2年 りに増加しました。 

令和2年(2020年)は、新 の を け、 が 動 の の みに り4

ら6 に けて となり、また、 や 行などの が、 の 減に り
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年間を通して となりました。 らに、 外子 ら ら る などの を す 一次所

も、 外子 の り が 化したことや、 な低 で の 子の け り

が減ったこと ら、 幅が しました。7 以 は中 け の回 や などの

に る の減少 ら が に 、 を し上 ましたが、年間では、

が に たことなど ら 幅が し、 年比13.8％減の17 6 976 (

)となっています。(図1-2-8) 
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ら 高に いたことも るものの、 110 の い 内で して し、令和 年(2019

年)の の年間の 幅は 最少となりました。令和2年(2020 年)は、新 が

に がった3 に の を して いが進み、また、年 半においては 大 も

の 動 となり、 の の ら が ら やす なりました。令和 2 年

(2020年)の年間の 幅は 10 58 となり、平成28年(2016年)以 4年 りに 年を上回って

います。(図1-2-9) 
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の と な の を す の 大などに り、 は ら

を けていました。こ した を するため、 と 行は平成25年(2013年)1 に

4と な 成 の のための 行の とい を し、

この中で 2％の の とい 、 として 外先進 の が している

が めて ました。こ に り、 5 の や

の の 大と年 化など、 成に けた 和が た 、

動などに る 上 率の の には 加 が ら て ました。し し、 に

たる低成 や の ら、 の や の 上 に する 方が

で り、また 通しについても 方 が 、 の 成 は、 の 成 で った平

                         
4  内 は、平成18年(2006年)3 、 を が に する を し、 そ

した に る みがないこと と している。 
5  行が 行する通 のこと。市中に 回る 通 ( 行 行高 通高)

と の合 。 。 
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成27年(2015年) ら先 り て ました。令和2年(2020年)の新 においては、4

以 行の な に り が 増し、 が大幅な とな

っている一方で、 は の や の  の などに り と

なっています。 行は、今 の の 通しについて で するとしつつ、

の に い の し が次 に減 してい ことなど ら、 に上 率を高めてい

との を しています。 

こ した中で、 ( を 合)の をみると、平成29 年(2017 年) ら

平成 30 年(2018 年)に けては の上 に り が に し、 や な

上 となりましたが、令和 年(2019年)は、 の に り上 幅が しまし

た。 年10 には 率の 上 も りましたが、 減 率の や の 化

の に り、平成26年(2014年)4 の 上 と比 て 幅な上 にとどまりました。

令和2年(2020年)は、新 の 大以 、 の大幅な に り の

が低 となって 年比を ししている 、4 の 態 に る の や、

7 以 の  の 、 らには4 に た高 の 化などが し

となり、 年 比 が いています。(図1-2-10) 
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(7) 街角景気の動向 

街角の景況感を示すと言われる内閣府の景気ウォッチャー調査における景気の現状判断ＤＩ6は、

緩やかな景気回復により、平成28年(2016年)後半から平成29年(2017年)までは景気の横ばいを示

す50を概ね上回る状況が続きましたが、平成30年(2018年)5月以降は、人手不足やコストの上昇、

通商問題の動向等に対する懸念などから回復に一服感がみられ、50を下回る水準が続きました。 

令和元年(2019年)は、8月から9月にかけて消費税率引き上げ前の駆け込み需要の動きにより上

昇しましたが、消費税率が引き上げられた同年10月には、駆け込み需要の反動や台風の影響などか

ら、家計動向関連を中心に大きく下降しました。 

その後、令和2年(2020年)1月にかけて徐々に回復しましたが、新型コロナの世界的な流行によ

り同年2月から急速に悪化し始め、緊急事態宣言の発出で外出自粛が広がった4月には、過去最悪

の7.9となりました。翌5月は緊急事態宣言の解除を受けて4カ月ぶりに上昇し、6月は経済活動

の再開により過去最大の上昇幅となりました。7月以降は勢いが鈍化したものの上昇を続け、10月

には政府によるGo Toトラベル事業効果などにより54.5となり、2年9カ月ぶりに50を上回りま

した。しかし、11月からは感染の再拡大により下降に転じ、12月はGo Toトラベル事業の停止など

が響いてさらに下降し、35.5と5月以来の低い水準となっています。(図1-2-12) 
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＜参考：景気ウォッチャー調査における調査客体の業種・職種の例＞

区　　　分 業  種　・　職　種　の　例

小売関連

商店街代表者、一般小売店経営者・店員、百貨店売場主任・担当者、
スーパー店長・店員、コンビニエリア担当・店長、衣料品専門店経営
者・店員、家電量販店経営者・店員、乗用車・自動車備品販売店経営
者・店員等

飲食関連 レストラン経営者・スタッフ、スナック経営者等

サービス
関連

ホテル・旅館経営者・スタッフ、旅行代理店経営者・従業員、タクシー運
転手、通信会社社員、観光名所・遊園地・テーマパーク職員、パチンコ
店経営者・従業員、競輪・競馬・競艇場職員、美容室経営者・従業員等

住宅関連 設計事務所所長・職員、住宅販売会社経営者・従業員等

企業動向
関連

雇用関連

家計動向
関連

農林水産業従事者、鉱業経営者・従業員、製造業経営者・従業員、非製造業経営
者・従業員等

人材派遣会社社員・アウトソーシング企業社員、求人情報誌製作会社編集者、新
聞社（求人広告）担当者、職業安定所職員、民間職業紹介機関職員、学校就業担
当者等  

                         
6 現状判断ＤＩ …ＤＩはディフュージョン・インデックスの略。景気の現状に関する街角の実感を反映した指標。

景気ウォッチャー調査では景気の動向を観察できる立場や職業の人々から景況感を聴き取り、結果を指数化してい

る。なお、本文中に使用している数値は季節調整値である。 
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 通 ( )が令和3年(2021年)1 に した 通し に ると、令和3

年(2021年)の の成 率は3.1％となっており、令和2年(2020年)12 に た の

に り、令和3年(2021年) 半には 動が令和 年(2019年) の まで回 すると

ています。た し、 の を 新たな の や に する

などの も ています。 

 また、内 が令和2年(2020年)11 に した 年次 では、 を 成

に せてい ためには、 方 や の 進といった の と、

化に る の を に進めることが で ると ています。今 は と

動の を図りつつ内 を 上 てい ことが で り、 や人 に って

の高い 体 を すると に、 を つつも を せることがで

、 の高い 成 することがで るとみら ています。 
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 の 県 の  

  

最 の 県 をみると、令和 年(2019年)までは や に回 して ましたが、 率

上 が た 年10 以 は、 人 にやや い動 がみら る になりました。令和2

年(2020年)は、新 の 大が幅 い に を し、 県 は に 化しまし

た。その は 内外の 動 や などに り、 や 人 に しの動

がみら るものの、 て しい が いています。 

な の動 をみると、ま 、 の 動 は、 に る 動は るものの令和 2

年(2020年)3 までは 100 ら120の間で して ましたが、 内外の 動が した

年4 以 に し、6 には84.9まで みました。7 以 は 動の に い

に回 し、新 の 大 の に りつつ ります。(図2-1-1-1)(31

( )の ) 

 については、 人 率が、平成30年(2018年)8 に 最高の1.33 を し、

その も1 以上の高 を して ましたが、令和2年(2020年)4 は 人 の大幅な減

少などに り1.00 となり、 5 には4年3 りに1 を 回り、その は回 に る

ものの、1 を 回る が いています。(図2-1-1-2)(42 人 の動 )   
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動 については、 ( )は、 が 年を 回り ける

一方で、 は に して ました。令和 年(2019年)になると、 年10 の

率 上 に け み に り、 も一 に 年を上回ったものの、10 以 はそ

の 動に り、 ともに 年を 回りました。令和2年(2020年)は、4 の

態 に や外 の で 年を大幅に 回り、5 以 も しい が いている

に し、 や もり が た は 年を上回る もみら 、

に しています。(図2-1-1-3)(66 の ) 
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 乗用車新車登録・届出台数は、令和元年(2019年)10月の消費税率引き上げに伴う駆け込み需要と

その反動が顕著にみられ、同年10月以降は前年を下回る月が続きました。令和2年(2020年)には

自動車大手メーカーの工場の操業停止や減産が相次ぎ、緊急事態宣言に伴う外出自粛などの影響も

あって、同年 5 月には前年比 39.3％まで落ち込みました。しかしそれを底に徐々に持ち直し、10

月以降は回復基調となっています。(図2-1-1-4)(71ページ「乗用車新車登録・届出台数の推移」参

照) 
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資料）日本自動車販売協会連合会青森県支部「「自動車登録状況 新車月報」、

同連合会「自動車統計データ」
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新型コロナ
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観光入込客数・宿泊者数は、令和2年(2020年)4月の緊急事態宣言による移動の制限に伴い観光・

宿泊施設の休業が相次いだことから、同年5月には前年を8割近く下回りました。緊急事態宣言の

解除後も、夏祭りや各種イベントの中止などにより低迷が続きましたが、政府による「Go To トラ

ベル」事業や、県を始めとした各自治体による宿泊割引キャンペーンなどの効果から、同年後半に

は減少幅が縮小してきています。(72ページ「宿泊旅行と観光消費の動向」参照) 

建設の動向については、新設住宅着工戸数は、令和元年(2019年)10月の消費税率引き上げによる

大きな影響はみられず、令和2年(2020年)も大きな動きはなく、前年を下回りつつも概ね堅調に推

移しています。 (83ページ「住宅着工の動向」参照) 

 企業倒産の動向については、平成30 年(2018 年)までは、景気の回復基調や各種金融支援策の効

果により倒産件数が減少傾向にありましたが、令和元年(2019 年)は増加に転じました。令和 2 年

(2020年)は、新型コロナの感染拡大の影響による大型倒産などがあったものの、企業を対象とした

各種支援策により倒産件数は抑制され、平成29年(2017年)、平成30年(2018年)と並び過去最少と

なっています。(85ページ「企業倒産の動向」参照) 

 

(2) 本県の景気動向 

 次に、本県経済について、景気動向を示す指数や景況感からみていきます。 

まず、景気動向指数(ＣＩ)の動きから、本県経済をみてみます。一般にＣＩが上昇している時は

景気の拡張局面、低下している時は後退局面であり、ＣＩの動きと景気の転換点は概ね一致する傾

向にあります。 

※令和2 年3 月分からは平成28 年経済センサス－活動調査に基づいた対象事業所の見直し

がなされ、スーパー及び百貨店・スーパー合計額の前年同月比について、そのギャップを調

整するリンク係数で処理された数値となっている。 

資料）経済産業省「商業動態統計」 

 

平成23年(2011年)3 の東 大 に大 した は、 や の に

り、平成24年(2012年)4 まで に上 しました。 年5 ら11 までは となったも

のの、その は平成26年(2014年)4 の 率 上 に一 に しつつも、 間に た

る に り、平成29年(2017年)8 には126.4まで上 しました。 

その は に 、令和2年(2020年)には、新 が に 行し、 動の や

人 率の低 など ら、 年6 には東 大 の を 回る44.7まで しました。7

以 はやや上 いているものの、 大 の には らないまま しています。(図2-1-1-5) 
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一方、 行 の県内 の ら、 の を

(全 )でみると、平成20年(2008年)9 の で る平成21年(2009年)3

に 37と大 したの 、 内ながら回 に ったとこ 、平成23年(2011

年)3 に した東 大 の で 年6 に 18と 大 しました。 

その は、 や における 地の に り 上が たことや、東 新

に り 泊 で の がみら たこと ら回 となり、平成

24年(2012年)6 以 、 内で しました。平成26年(2014年)6 には、

率 上 の け み の を けた や の に り 11 の高 とな

りましたが、 年9 以 は、 け み の 動減、 に る の上 の ら

しました。 

平成 27 年(2015 年)6 以 は、 や などで がみら 回 となり、平成

29年(2017年)6 らは を している を中 に高 が 、平成30年(2018年)6

には の も り 9となりました。し し、 年9 に や の

上 の でやや 化した 、 年12 以 は、 を中 に が ました。 

令和2年(2020年)は、新 が に 行し、 泊 などの が大

ことに り 年3 に 8と8年 りに に 、6 には

大の が や などの にも したことで 21 と らに大 し

ました。9 以 は 内外の 動の しに り 、 ともに の動 がみ

ら 、12 には 6となっています。(図2-1-1-7)  
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 の  

成3  

 平成31年 令和 年(2019年)の が の に る をみると、内 は、3 ら や

に がみら るとし、 行も、3 以 や などに 外 の減 の がみら

るとしていますが、 一年を通して、 は や に回 または 大しているとの を し

ています。この な中で、 県 に る の をみると、3 ら6 に けて一部に

い動 がみら るとしつつも、 て や に回 しているとしています。 
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 令和2年(2020年)の が の に る をみると、3 には内 、 行ともに新

の に る 方 を行っています。内 は、3 に の 回 の を6年9
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りに し、4 には、 の平成21年(2009年)5 以 11年 りに 化

の を しました。6 になると 化 を して2年5 りに上方 を行い、7 以

は しの動 がみら るとしています。 行は、7 までは めて しい 態 として

いましたが、9 以 は上方 を行っています。この な中で、 県 に る の を

みると、3 までは 回 の が りましたが、4 にはい の も 方 を行い、5 に

は 行 が めて に 化 の を しました。7 らは に上方

がみら 、12 には、 は や に しつつ るとの が を めています。 
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3 県民経済計算からみた本県経済 

(1) 平成30年度(2018年度)の本県経済 

県では、毎年度、企業の生産活動を含む県内及び県民の1年間の経済活動の実態を、総合的・体

系的に把握するため「青森県県民経済計算」を推計しており、令和3年(2021年)1月に最新の平成

30年度分を公表しました。 

平成30年度(2018 年度)の本県経済をみると、県内総生産は名目7で 4兆 3,744 億円、実質 7で4

兆2,374億円となり、経済成長率は名目で1.3％の減少、実質では1.5％の減少と、名目、実質とも

3年連続のマイナス成長となりました。(図2-1-3-1、表2-1-1～2) 
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県内総生産(生産側、名目)4兆3,744億円を産業別にみると、第1次産業では、農業が前年度並

みだったものの、するめいかの漁獲量の大幅な減少やホタテガイの販売価格の低下の影響などによ

り水産業が減少したことなどから、前年度に比べ2.8％減の2,077億円となりました。 

 第2次産業では、公共土木の増加により建設業がやや増加したものの、一次金属が大幅に減少し

たことなどにより製造業が減少したことなどから、前年度に比べ6.2％減の 9,190 億円となりまし

た。 

 第3次産業では、不動産業、卸売・小売業、宿泊・飲食サービス業などが減少した一方、専門・

科学技術、業務支援サービス業、保健衛生・社会事業などが増加したことなどから、前年度に比べ

0.0％増(15億円増)の3兆2,728億円となりました。(表2-1-1) 

 

 

 

 

 

                         
7 名目・実質 …名目値は、その時点の価格で評価した値であり、これを基準年次の価格で評価し直し、価格変動

による増減の影響を除去したものが実質値となる。 

資料) 県統計分析課「平成30 年度県民経済計算」、内閣府「平成30 年度国民経済計算」 

図2-1-3-1 経済成長率の推移（青森県・全国） 
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経済成長率(名目)を経済活動別増加寄与度でみると、平成30 年度(2018 年度)の名目経済成長率

マイナス1.3％に対してプラスに寄与した経済活動は、プラス0.29ポイントの専門・科学技術、業

務支援サービス業、次いでプラス0.23ポイントの保健衛生・社会事業などとなりました。 

一方、マイナスに寄与した経済活動は、マイナス1.45 ポイントの製造業、次いでマイナス0.43

ポイントの不動産業などとなりました。 (図2-1-3-2) 
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図2-1-3-2 経済活動別総生産増加寄与度（名目）

農林水産業 鉱業
製造業 電気・ガス・水道・廃棄物処理業
建設業 卸売・小売業
運輸・郵便業 宿泊・飲食サービス業
情報通信業 金融・保険業
不動産業 専門・科学技術、業務支援サービス業
公務 教育
保健衛生・社会事業 その他のサービス
税等 合 計

資料）県統計分析課「平成30年度県民経済計算」

（％）

 

 

次に、県民所得についてみると、県民所得は前年度に比べ1.3％減の3兆1,665億円となりまし

た。これを項目別にみると、雇用者報酬は、賃金・俸給が増加したことなどから、前年度に比べ0.5％

増の2兆1,281億円となりました。財産所得は、家計の受取利子が増加したことなどから、前年度

に比べ11.4％増の1,409億円となりました。企業所得は、民間法人企業や個人企業が減少したこと

などから、前年度に比べ7.0％減の8,976億円となりました。(図2-1-3-3、表2-1-3) 

また、県民所得を総人口で除した１人当たり県民所得は、前年度に比べ0.1％減の250万7千円

となり、国民所得を100とした場合の水準は、前年度に比べて0.9ポイント低下の78.4となりまし

た。 

これは、本県の平成30年度(2018年度)の総人口が1.2％の減少となった一方で、県民所得が1.3％

の減少となったためです。(図2-1-3-4) 

22



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2
-
1
1

動
別
県

生
産
（

）
2
-
1
2

動
別
県

生
産
（

）
2
3

年

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

農
2
1
3
5

2
1

-
3

-
2

4
4

-
1
3

農
1
5
2
5
3

1
5
1
4
6
5

-
6

-
-

2
1
4

1
3
1

農
1
6
6
6
6

1
5

2
-

-
4

4
4

-
2

農
1
3
1
3
1

1
3

6
-

6
-

-
2

1
3
3

1
3
4
4

2
5
3

2
3

-
6
3

1
3
6

1
1

1
2
1
2
1

2
3
5
6

-
1
4

1
1
1

1
1
1

1
2
2
3

3
4
3
4

2
4
4

-
4
4

-
1
6
1

-
1
3

1
4
6
5

1
2
1

-
2
6

-
1
4

-
1

1
6
3

1
5
5

1
6
3

5
4
5

-
1
3

2
2

-
2

5
6

6
1
5

5
5

-
1
1
3

-
2

1
2
4
4

1
2
5

6
3

6
2
4
5
5

-
5

-
3

1
5

1
4
4

-
1
4
5

5
1

6
4
4
6
1
6

-
-

6
-
1
4
1

4
6

1
1
5
1
5

1
1
2
3
4

-
2

-
2

2
6

2
6

-
4
5

6
1

-
2

-
3
6

-
1
6
1

1

2
5
2
1

2
6

-
5

1
5

6
2

6
4

2
6

2
6
1
6
4
2

-
2

6
4

1
1
1
1
2

5
3
6
6
3
3

5
3
4

2
-
1
1

1
2
1

1
2
1

-
1
4

5
2
5
6
3

5
1

6
4

-
3

-
1
6

-
2

1
2
1

1
2
6

2
4
5
2
2
5

2
4
5
5
4

1
1

5
5

5
6

1
2
2
3
3
1

2
1
5
6

1
-
2

-
1

3
2

3
5

泊
1
4
6
6

1
6
3

2
2

-
3
5

2
4

2
3

-
泊

2
5
5

2
3

2
-
4
4

-
1

6
2

5
3

通
1
1

3
5

1
2
1
6

-
2
2

3
2

2
2

通
1
2
2
6
5

1
2
1
3

3
5
3

1
5

5
4

1
0

1
5
1

4
1
5

3
2

4
5

3
4

3
6

1
5

1
0

1
2
6

1
2
4

2
5

4
2

1
6
1

4
2

1
1

動
5
1
2
5

4
2
2
5

5
-
3

1
1
3

1
1

-
4
3

1
1

動
5
2

2
1

5
6

4
1
3

-
2

-
3
4

3
6

1
2

、
2
5
3

4
2
6
6
4

1
5

5
6
1

2
12

、
2
3
2
1
2

2
4
4
5
3
3

-
6

2
2

1
2

1
6
2

1
1

1
3

4
2
3

4
3
4
5
4

6
1
3

1
3

1
3

4
1
1
1
5

4
2
1
2
2

-
4

5
5

1
2
2

1
3

1
4

1
2

1
2

-
6

-
1
4

4
4

4
3

-
6

1
4

1
1
6
6
6
6

-
1
2

-
1
6

-
1
1

1
1

1
5

4
2
5
4

4
3
6
2

6
2
3

1
2
3

1
5

4
1
4

5
4
2
4

6
-

4
2
4

2
3

1
3
6

1
3
5

1
6

そ
の

他
の

1
3
6
2
2

1
3
4
5

2
-
1

4
4

4
4

-
1
6

そ
の

他
の

1
2
5
4
6

1
4
1
3

1
1

-
1

-
1
6
1

1
6
1

4
4
6
5
4

4
3

4
5

-
1

-
1
5

1
1

6
-
1
4

4
3
2
4

2
4
2
5
3
4
5

-
2
4

-
1
6

-
1
6
4

1
3
3

1
3
4

に
る

2
2

6
2

1
1
6
3

1
6

5
6

1
に

る
1
5

1
1

6
4

1
2
1

4
1
4
2
6

1
5
1

成
に

る
5
5
3
3

5
2

4
2
5

-
5

1
2

1
2

成
に

る
3
3

3
1

2
1

-
1
6
3
3

1
6
5

合
4
4
3
2
4
4
3

4
3
4
4
1

-
1

-
1
3

1
1

-
1
3
1

県
内

4
3

4
4
2
3
4

-
2

-
1
5

-
1
4

1
3
1

1
3
2

-
5
3

-
3
3

次
2
1
3
5

2
1

-
3

-
2

4
4

-
1
3

次
2
1
2

1
3

-
6
5

-
6
2

2
2
1

2
1

-
1
3

次
1
5
2
5
3

1
5
1
4
6
5

-
6

-
-

2

次
1
6

3
2
1
2
3

3
2
2

3
3

3
4

3
次

1
3

1
2
6

-
-
6

-
1
3
6

次
1
6

3
2
2

3
1

6
1

-
4

-
2

方
で

は
加

合
が

な
い

た
め
、

と
内

の
合

は
一

し
な

い
。

資
料
）
県
統
計
分
析
課
「

3
年

県
計

」

資
料
）県

統
計
分
析
課
「

3
年

県
計

」

％

年
増

加
率

増
加

％

年
増

加
率

成
比

増
加

 23 

経済成長率(名目)を経済活動別増加寄与度でみると、平成30 年度(2018 年度)の名目経済成長率

マイナス1.3％に対してプラスに寄与した経済活動は、プラス0.29ポイントの専門・科学技術、業

務支援サービス業、次いでプラス0.23ポイントの保健衛生・社会事業などとなりました。 

一方、マイナスに寄与した経済活動は、マイナス1.45 ポイントの製造業、次いでマイナス0.43

ポイントの不動産業などとなりました。 (図2-1-3-2) 
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図2-1-3-2 経済活動別総生産増加寄与度（名目）

農林水産業 鉱業
製造業 電気・ガス・水道・廃棄物処理業
建設業 卸売・小売業
運輸・郵便業 宿泊・飲食サービス業
情報通信業 金融・保険業
不動産業 専門・科学技術、業務支援サービス業
公務 教育
保健衛生・社会事業 その他のサービス
税等 合 計

資料）県統計分析課「平成30年度県民経済計算」

（％）

 

 

次に、県民所得についてみると、県民所得は前年度に比べ1.3％減の3兆1,665億円となりまし

た。これを項目別にみると、雇用者報酬は、賃金・俸給が増加したことなどから、前年度に比べ0.5％

増の2兆1,281億円となりました。財産所得は、家計の受取利子が増加したことなどから、前年度

に比べ11.4％増の1,409億円となりました。企業所得は、民間法人企業や個人企業が減少したこと

などから、前年度に比べ7.0％減の8,976億円となりました。(図2-1-3-3、表2-1-3) 

また、県民所得を総人口で除した１人当たり県民所得は、前年度に比べ0.1％減の250万7千円

となり、国民所得を100とした場合の水準は、前年度に比べて0.9ポイント低下の78.4となりまし

た。 

これは、本県の平成30年度(2018年度)の総人口が1.2％の減少となった一方で、県民所得が1.3％

の減少となったためです。(図2-1-3-4) 
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資料）県統計分析課「平成30年度県民経済計算」
 

2,381 2,381 
2,208 2,201 

2,284 2,350 2,374 2,378 2,399 
2,536 2,570 2,509 2,507 

3,068 3,065 
2,843 2,760 2,827 2,805 2,820 

2,938 2,983 3,070 3,091 3,164 3,198 

77.6 77.7 77.7 
79.7 

80.8 
83.8 84.2 

80.9 
80.4 

82.6 83.2 

79.3 
78.4 

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年度

（国＝100）（千円）

図2-1-3-4 1人当たり県民所得（青森県、全国）の推移
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資料）県統計分析課「平成30年度県民経済計算」、内閣府「平成30年度国民経済計算年報」
 

また、県内総生産(支出側)(名目)の総額4兆3,744億円を項目別にみると、民間最終消費支出は、

その大半を占める家計最終消費支出が、住居・電気・ガス・水道が減少したことなどから、前年度

に比べ1.3％減の2兆7,549 億円となりました。政府最終消費支出は、国(国出先機関)が増加した

ことなどから、前年度に比べ0.8％増の1兆3,153 億円となりました。県内総資本形成は、総固定

資本形成で民間の企業設備が減少したことなどから、前年度に比べ7.6％減の1兆1,714億円とな

りました。(表2-1-4) 
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2,381 2,381 
2,208 2,201 

2,284 2,350 2,374 2,378 2,399 
2,536 2,570 2,509 2,507 

3,068 3,065 
2,843 2,760 2,827 2,805 2,820 

2,938 2,983 3,070 3,091 3,164 3,198 

77.6 77.7 77.7 
79.7 

80.8 
83.8 84.2 

80.9 
80.4 

82.6 83.2 

79.3 
78.4 

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年度

（国＝100）（千円）

図2-1-3-4 1人当たり県民所得（青森県、全国）の推移

県民所得 国民所得 県民所得水準（右軸）

資料）県統計分析課「平成30年度県民経済計算」、内閣府「平成30年度国民経済計算年報」
 

また、県内総生産(支出側)(名目)の総額4兆3,744億円を項目別にみると、民間最終消費支出は、

その大半を占める家計最終消費支出が、住居・電気・ガス・水道が減少したことなどから、前年度

に比べ1.3％減の2兆7,549 億円となりました。政府最終消費支出は、国(国出先機関)が増加した

ことなどから、前年度に比べ0.8％増の1兆3,153 億円となりました。県内総資本形成は、総固定

資本形成で民間の企業設備が減少したことなどから、前年度に比べ7.6％減の1兆1,714億円とな

りました。(表2-1-4) 
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 県 の の  

県内 の と の をみると、平成26 年 (2014 年 )以 は が を

上回っています。 

平成18年 (2006年 )以 の 8の をみると、平成21年 (2009年 ) ら平成

25年 (2013年 )までは に りましたが、平成26年 (2014年 )以 は上 しています。

こ は、 の が ら に したためで り、い る らの

の動 に るものと えら ます。 

内 の においては、平成21年(2009年)11 に の が たもの

の、平成25年(2013年)12 に とい は ています。(図2-1-3-5) 
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資料）県統計分析課「 3 年 県 計 」 1

図2-1-3-5 県 生産の の 移（青森県）

県 生産（ ）

県 生産（ ）

（ ）

（ 23年 年 100）

 

 

3  の 県  

平成30年 (2018年 )の 県の県内 ( )について、平成30年(2018年)の 内 (

)と比較し、その特 をみてみます。 

ま 、 別( は中 別)に の特化 9をみると、1.0を上回っているのは、

の が いことに る 、 県の で る農 の 、 、

などで、 では 、 加 、一次 などが ります。なお、 や が

                         
8  ら を するために いら る をい 。県 では、 成

との に り ら を め、全体としての は を 成 の

の合 で して めら る。 
9 特化  成比率を上 の 成比率で割って た をいい、 では、県の の 別 成比 年

全 の の 別 成比 年 で した。特化 が1.0を超えてい 、県はその に特化

しているといえる。なお、 成比率の比較で ること ら、 そのものの大 を すものではない。 

 

高 なっているのは、 間の が少ないために、 に 成比率が大 なっているためと

えら ます。1.0を 回っているのは、 通 、 、 などで、

については と どの中 がこ らに ています。 
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の、平成25年(2013年)12 に とい は ています。(図2-1-3-5) 
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た。し し、平成30年 (2018年 )は1 7 909 で、 動全体に める割合は23.0％と

なり、 、割合とも7年 りに減少しました。(図2-2-1-1) 
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いことが 県特 の として ら ます。(図2-2-1-5) 
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 県の 所 について、 の上 10 をみてみると、 、 子部 、

、 を 、4 29 人以 の 所が 半 を めています。また、 子

部 、 、 についても 所が4割 を めています。(図2-2-1-7) 
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3  構成 

県と全 の 成を比較すると、 所 については、 県で最も高い割合を める は

で り、全 と な に りますが、全 の13.2％に して 県では27.5％と、

成比が 2 となっていることが特 と えます。(図2-2-1-9) 

については、 県では の27.2％、 子部 の11.6％、 の8.2％が高い割合と

なっているのに して、全 では 、 、 が高い割合を めています。(図

2-2-1-10)  
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については、 県では が21.5％と最も高 、次いで 子部 16.7％、

13.6％の となっています。全 では の割合が21.1％と最も高 、次いで化 9.0％、

9.0％の となっており、全 と 県の 成に大 な いがみら ます。(図2-2-1-11) 
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4) 労働生産性 

 本県の労働生産性(従業者1人当たりの製造品出荷額等)は、全国の70％程度の水準で推移してい

ましたが、平成30年(2018年)は、情報通信、家具・装備品など15業種で増加し、非鉄金属、輸送

用機械など9業種で減少した結果、全国比は前年に比べ下落し、72％の水準となりました。業種別

では、全国の水準を下回っている業種がほとんどですが、パルプ・紙、電子部品など3業種で全国

を上回る水準にあります。(図2-2-1-13～14)  
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② 鉱工業生産指数等 

1) 鉱工業生産指数(季節調整済指数)の推移 

 鉱工業生産指数は、鉱工業全体の生産活動の水準や推移を示すもので、国・県が毎月公表してい

ます。平成27年(2015年)以降の本県の鉱工業生産指数(平成27年(2015年)＝100)をみると、平成

28年（2016年）第1四半期に107.5と平成27年(2015年)第4四半期の99.3から上昇して以降、

令和元年(2019年)第3四半期に99.7に低下したものの、令和2年(2020年)第1四半期まで概ね105

を超える水準で増減を繰り返しました。令和2年(2020年)第2四半期には、新型コロナの感染拡大

に伴い、90.5と大きく低下したものの、同年第3四半期には96.7と持ち直しています。(図2-2-1-15) 
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3  構成 

県と全 の 成を比較すると、 所 については、 県で最も高い割合を める は

で り、全 と な に りますが、全 の13.2％に して 県では27.5％と、

成比が 2 となっていることが特 と えます。(図2-2-1-9) 
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については、 県では が21.5％と最も高 、次いで 子部 16.7％、

13.6％の となっています。全 では の割合が21.1％と最も高 、次いで化 9.0％、

9.0％の となっており、全 と 県の 成に大 な いがみら ます。(図2-2-1-11) 
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4) 労働生産性 

 本県の労働生産性(従業者1人当たりの製造品出荷額等)は、全国の70％程度の水準で推移してい

ましたが、平成30年(2018年)は、情報通信、家具・装備品など15業種で増加し、非鉄金属、輸送

用機械など9業種で減少した結果、全国比は前年に比べ下落し、72％の水準となりました。業種別

では、全国の水準を下回っている業種がほとんどですが、パルプ・紙、電子部品など3業種で全国

を上回る水準にあります。(図2-2-1-13～14)  
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② 鉱工業生産指数等 

1) 鉱工業生産指数(季節調整済指数)の推移 

 鉱工業生産指数は、鉱工業全体の生産活動の水準や推移を示すもので、国・県が毎月公表してい

ます。平成27年(2015年)以降の本県の鉱工業生産指数(平成27年(2015年)＝100)をみると、平成

28年（2016年）第1四半期に107.5と平成27年(2015年)第4四半期の99.3から上昇して以降、

令和元年(2019年)第3四半期に99.7に低下したものの、令和2年(2020年)第1四半期まで概ね105

を超える水準で増減を繰り返しました。令和2年(2020年)第2四半期には、新型コロナの感染拡大

に伴い、90.5と大きく低下したものの、同年第3四半期には96.7と持ち直しています。(図2-2-1-15) 
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 の  

県の の ( 年 比)をみると、平成27 年(2015 年)は、 に

が 、 が に しながら増減を り しましたが、平成28年(2016

年) 1 半 に、 が に た 、 が に し

たこと ら、 に 、加えて平成28年(2016年) 2 半 には、 子部

が に たこと ら、 年 4 半 まで が ました。 

し し、平成29年(2017 年) 1 半 に、 が に た 、

が に したこと ら、 に 、以 、平成30年(2018年) 2 半

までは、 に 子部 が 、 が に しながら増減を り

しました。 

平成30年(2018 年) 3 半 に、 、 子部 が に

したこと ら、 に 、以 、令和 年(2019年) 4 半 まで が6 半

ました。 

令和2年(2020年) 1 半 には、 に する が い中、 子部

が に たこと ら、 に ましたが、 年 2 半 には、新 の

大に い、 、 子部 は に したものの、 が

に た 、 、 が大 に したこと ら、 1

半 の 3.4 ら 18.9と大 低 しましたが、 年 3 半 には、 8.3と

しています。 (図2-2-1-16) 

全 では、平成27年(2015年)以 、平成28年(2016年) 2 半 まで、 、

通 、 が に したこと ら、 が6 半

ましたが、 年 3 半 に、 、 通 、

が に たこと ら、平成30年(2018年) 4 半 まで が10 半 ました。 

平成31年(2019 年) 1 半 に、 、 、 通

が に したこと ら、 に 、以 、 が いています。 

また、令和 年(2019 年) 4 半 以 は、全ての が に 、令和2年(2020 年)

2 半 には新 の 大に い、 が大 に したこと ら、

1 半 の 4.5 ら 19.8と大 低 しましたが、 年 3 半 には、

12.8と しています。(図2-2-1-17) 
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 の  

平成30年 県県 に ると、 県における平成30年 (2018年 )の農 の

は、農 と が 年 を上回り、 では 年 を20 上回る4 009 となりました。

全体に める割合は 年 を0.1 上回る5.2％となり、この内 をみると、農 が3 389

で84.5％、 が60 で1.5％、 が559 で14.0％となっており、農 が8割以

上を めています。(図2-2-1-18) 
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農 については、 人口の減少や い の高齢化が全 に大 な となっています。 

ま 農 についてみると、 県の農 体 は 地 が5 の 中 を中 に

減少 に り、令和2年(2020年)は平成27年(2015年)と比 て19.2％減の2 9 022 体と

なりました。また 農 を な として している 農 は、 17.6％減の4

8 081人となっています。農 体については、 地 が5 以上の大 体の減

少率が 中 体に比 て 、 人 体 が増加していること ら、農 の大

化 人化が進 でいると えら ます。 
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 の  

県の の ( 年 比)をみると、平成27 年(2015 年)は、 に

が 、 が に しながら増減を り しましたが、平成28年(2016

年) 1 半 に、 が に た 、 が に し

たこと ら、 に 、加えて平成28年(2016年) 2 半 には、 子部

が に たこと ら、 年 4 半 まで が ました。 

し し、平成29年(2017 年) 1 半 に、 が に た 、

が に したこと ら、 に 、以 、平成30年(2018年) 2 半

までは、 に 子部 が 、 が に しながら増減を り

しました。 

平成30年(2018 年) 3 半 に、 、 子部 が に

したこと ら、 に 、以 、令和 年(2019年) 4 半 まで が6 半

ました。 

令和2年(2020年) 1 半 には、 に する が い中、 子部

が に たこと ら、 に ましたが、 年 2 半 には、新 の

大に い、 、 子部 は に したものの、 が

に た 、 、 が大 に したこと ら、 1

半 の 3.4 ら 18.9と大 低 しましたが、 年 3 半 には、 8.3と

しています。 (図2-2-1-16) 
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は、農 と が 年 を上回り、 では 年 を20 上回る4 009 となりました。

全体に める割合は 年 を0.1 上回る5.2％となり、この内 をみると、農 が3 389

で84.5％、 が60 で1.5％、 が559 で14.0％となっており、農 が8割以

上を めています。(図2-2-1-18) 
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農 については、 人口の減少や い の高齢化が全 に大 な となっています。 

ま 農 についてみると、 県の農 体 は 地 が5 の 中 を中 に

減少 に り、令和2年(2020年)は平成27年(2015年)と比 て19.2％減の2 9 022 体と

なりました。また 農 を な として している 農 は、 17.6％減の4

8 081人となっています。農 体については、 地 が5 以上の大 体の減

少率が 中 体に比 て 、 人 体 が増加していること ら、農 の大

化 人化が進 でいると えら ます。 
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また、農業就業人口における65歳以上の割合は、増加傾向で推移しているものの、全国の水準を

下回っており、平均年齢は65.4歳と、北海道(58.5歳)に次ぐ全国第2位の低さとなっています。(図

2-2-1-19～20) 

本県は、「攻めの農林水産業」の浸透等により、他県と比較して農業が稼げる産業として認知され

ていること等から、第2部でみるとおり、新規就農者数が高水準にあることなど、若い農業者も多

いことが理由として考えられます。 
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図2-2-1-19 農業経営体数の推移
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次に、水産業についてみると、高齢化等により個人経営体を中心に減少が続いており、平成 30

年(2018年)の本県の漁業経営体数は、平成25年(2013年)と比べ17.8％減の3,702経営体となって

います。また、漁業就業者数は15.0％減の8,395人となっています。一方、その他（共同経営、会

社など）の漁業経営体数は平成25年(2013年)と比べて5経営体増の135経営体となっており、経

営体の団体化が進んでいると考えられます。(図2-2-1-21) 
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① 農業の動向 

本県農業の主要品目の生産動向についてみてみます。 

令和2年(2020年)産水稲は、概ね天候に恵まれ、作付面積が前年産比0.4％増の4万5,200ha、

収穫量が前年産比0.6％増の28万3,900トンとなりました。(図2-2-1-22) 

米の相対取引価格をみると、青森県産米の価格は全国の全銘柄平均価格を下回りながら推移して

きましたが、近年は全国との差を縮めながら、安定的に推移しています。(図2-2-1-23) 

米の産出額は平成27年以降増加傾向にあり、平成30年は前年を40億円上回る553億円となりま
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した。(図2-2-1-24) 
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図2-2-1-22 水稲の収穫量・作付面積の推移
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令和元年(2019年)産野菜は、作付面積が前年産比2.8％増の1万5,726ha、収穫量が前年産比2.5％

増の40万1,190トンとなりました。(図2-2-1-25) 

全国の収穫量に占める割合が高い野菜を前年産と比べると、ながいもは作付面積は横ばいだった

ものの収穫量がわずかに減少、にんにくは作付面積・収穫量が共に増加しました。野菜の産出額は

平成 25 年以降、増加傾向にあり、平成 30 年は前年を 56 億円上回る 836 億円となりました。(図

2-2-1-26) 
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図2-2-1-25 野菜の収穫量・作付面積の推移
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令和元年(2019 年)の花きは、作付面積が前年比 1.1％減の 93ha、生産数量が前年比 13.6％減の

1,720 万本・鉢となりました。作付面積、生産数量とも減少傾向にあり、その要因としては、生産

者の高齢化や労働力不足のほか、野菜への作付転換などが考えられます。(図2-2-1-27)  
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また、農業就業人口における65歳以上の割合は、増加傾向で推移しているものの、全国の水準を

下回っており、平均年齢は65.4歳と、北海道(58.5歳)に次ぐ全国第2位の低さとなっています。(図

2-2-1-19～20) 
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ていること等から、第2部でみるとおり、新規就農者数が高水準にあることなど、若い農業者も多

いことが理由として考えられます。 
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次に、水産業についてみると、高齢化等により個人経営体を中心に減少が続いており、平成 30

年(2018年)の本県の漁業経営体数は、平成25年(2013年)と比べ17.8％減の3,702経営体となって

います。また、漁業就業者数は15.0％減の8,395人となっています。一方、その他（共同経営、会

社など）の漁業経営体数は平成25年(2013年)と比べて5経営体増の135経営体となっており、経

営体の団体化が進んでいると考えられます。(図2-2-1-21) 
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① 農業の動向 

本県農業の主要品目の生産動向についてみてみます。 

令和2年(2020年)産水稲は、概ね天候に恵まれ、作付面積が前年産比0.4％増の4万5,200ha、

収穫量が前年産比0.6％増の28万3,900トンとなりました。(図2-2-1-22) 

米の相対取引価格をみると、青森県産米の価格は全国の全銘柄平均価格を下回りながら推移して

きましたが、近年は全国との差を縮めながら、安定的に推移しています。(図2-2-1-23) 

米の産出額は平成27年以降増加傾向にあり、平成30年は前年を40億円上回る553億円となりま
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令和元年(2019年)産野菜は、作付面積が前年産比2.8％増の1万5,726ha、収穫量が前年産比2.5％

増の40万1,190トンとなりました。(図2-2-1-25) 

全国の収穫量に占める割合が高い野菜を前年産と比べると、ながいもは作付面積は横ばいだった

ものの収穫量がわずかに減少、にんにくは作付面積・収穫量が共に増加しました。野菜の産出額は

平成 25 年以降、増加傾向にあり、平成 30 年は前年を 56 億円上回る 836 億円となりました。(図

2-2-1-26) 
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令和元年(2019 年)の花きは、作付面積が前年比 1.1％減の 93ha、生産数量が前年比 13.6％減の

1,720 万本・鉢となりました。作付面積、生産数量とも減少傾向にあり、その要因としては、生産

者の高齢化や労働力不足のほか、野菜への作付転換などが考えられます。(図2-2-1-27)  
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令和 年(2019年) り は、 が 年 比0.5％減の2 476 、 が 年 比8.0％

減の40 9 800 となりました。 については、全 (令和 年(2019年) 70 1 600 )

の 58.4％を めています。なお、令和2年(2020年) については、 が 年 比0.2％減

の2 431 、 が 年比10.1％増の45 1 100 となっています。(図2-2-1-28) 

、 とも全 となっているり ですが、 は減少 に り、その

としては、 の低 や との 合など、り を り が し なって

いることが えら ます。また、 に比 間の る の も減少 に り、

り 農 の高齢化の進行に などが一 と えら ます。(図2-2-1-29) 
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次に、り の 通 をみると、令和 年 り の は、 の高 つの

で となったこと ら、 年 比11.6％減の35 8 992 となりました。 

 地市 は、 が少ないことに加え、他県の 合 が の に り の低

がみら たこと ら、 の い 県 り の 合いが まり、12 以 は高 で しまし

た。このため、 平均 は、1 たり233 となり、 年比8.4％増となりました。 

 また、 地市 は、 地市 の が令和 年内は 平年 みで したものの、

12 の 地 が少な 、年 け以 は 年 平年に比 て大幅に少な なったことに加え、

上 の に り 県 り の 合いが まったこと、 らには新 の で け

の 合いが まったことに り、大幅な高 で しました。このため、 平均 は1

たり386 となり、 年比24.5％増となりました。(図2-2-1-30) 

こ らのこと ら では、 年 比9.0％増の1 098 となり、6年 で1 000 を
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上回りました。(図2-2-1-31) 
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次に畜産についてみると、本県の家畜飼養頭羽数は、平成20年(2008年)を100とした水準でみ

ると、ブロイラーと採卵鶏が高い水準で推移している一方、乳用牛と肉用牛、豚は100を下回る水

準で推移しており、特に乳用牛は20ポイント程度下回っています。同様に、畜産の卸売価格等につ

いてみると、鶏卵以外は、概ね家畜飼養頭羽数の減少に伴い高値で推移しています。(図 2-2-1-32

～33) 
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また、畜産産出額は、平成25年(2013年)以降、増加傾向で推移してきました。平成30年(2018

年)は、前年を10億円下回る905億円、対前年産比1.1％の減少となりました。畜種別では、鶏が

424億円(構成比46.9％)、豚が216億円(同23.9％)、肉用牛は164億円(同18.1％)、乳用牛86億

円(同9.5％)となっています。(図2-2-1-34) 
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令和 年(2019年) り は、 が 年 比0.5％減の2 476 、 が 年 比8.0％
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次に、り の 通 をみると、令和 年 り の は、 の高 つの

で となったこと ら、 年 比11.6％減の35 8 992 となりました。 

 地市 は、 が少ないことに加え、他県の 合 が の に り の低

がみら たこと ら、 の い 県 り の 合いが まり、12 以 は高 で しまし

た。このため、 平均 は、1 たり233 となり、 年比8.4％増となりました。 

 また、 地市 は、 地市 の が令和 年内は 平年 みで したものの、

12 の 地 が少な 、年 け以 は 年 平年に比 て大幅に少な なったことに加え、

上 の に り 県 り の 合いが まったこと、 らには新 の で け

の 合いが まったことに り、大幅な高 で しました。このため、 平均 は1

たり386 となり、 年比24.5％増となりました。(図2-2-1-30) 

こ らのこと ら では、 年 比9.0％増の1 098 となり、6年 で1 000 を
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上回りました。(図2-2-1-31) 
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次に畜産についてみると、本県の家畜飼養頭羽数は、平成20年(2008年)を100とした水準でみ

ると、ブロイラーと採卵鶏が高い水準で推移している一方、乳用牛と肉用牛、豚は100を下回る水

準で推移しており、特に乳用牛は20ポイント程度下回っています。同様に、畜産の卸売価格等につ

いてみると、鶏卵以外は、概ね家畜飼養頭羽数の減少に伴い高値で推移しています。(図 2-2-1-32

～33) 
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また、畜産産出額は、平成25年(2013年)以降、増加傾向で推移してきました。平成30年(2018

年)は、前年を10億円下回る905億円、対前年産比1.1％の減少となりました。畜種別では、鶏が

424億円(構成比46.9％)、豚が216億円(同23.9％)、肉用牛は164億円(同18.1％)、乳用牛86億

円(同9.5％)となっています。(図2-2-1-34) 
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以上の 、農 の 農 所 に ると、 県における平成30 年(2018 年)の農

は 年を119 上回る3 222 となっており、4年 で3 000 を し、15年

で東 となっています。なお、全 の農 は9 1 283 となっており、

県別で 県は 7 となっています。 

また、こ らを 成比でみると、最も高いのは で全体の28.1％を めており、次いで が

25.9％、 が25.7％、 が17.2％となっています。 (図2-2-1-35) 
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 の  

県の について、 でみてい と、平成22 年(2010 年)以 、増加 で して

います。平成30 年(2018 年)の は、全体に める割合が最も高い の が 年比

で 10.9％増となったこと ら、 年比 8.7％増の 89 9 000 方 となりました。(図

2-2-1-36) 

また、 別 は、 が全体の32.3％と最も高 なっています。こ は、成 の い を

中 とした人 が進めら たことなどに るものです。(図2-2-1-37) 

平成30年(2018年)の は、全 な の が なこと ら、 年比26.6％

増の83 3 000 となりました。内 をみると、大半を める が78 5 000 、

のこ が3 4 000 などとなっています。 
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 の  

県の は、令和 年(2019 年)の漁 ( 人 )は、 漁 が減少したものの、

 

が増加したこと ら、 年比5.0％増の18 8 000 となりました。(図2-2-1-38) 
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次に についてみると、平成30 年(2018 年)の 漁 ( 人 )は

別に 年と比 ると、 漁 のま は 年比44.2％増の103 と大 たものの、

の漁 が減少したことに い、い が 年比31.2％減の 105 と みました。

また、 漁 の 全ての割合を める たてがいについて、 の減少が いていた

の が回 し、県 の 合いが まったことに り、 が 年比35.2％減の136

と大 みました。以上の 、 漁 が 年比4.3％減の412 、 が 年

比34.8％減の137 となり、全体では 年比14.3％減の549 となりました。(図2-2-1-39

40)   

442 413 381 380 346 385 382 386 420 430 412 

99 118 
114 

66 
86 

77 96 
165 

262 211 
137 

540 531 
495 

446 432 
461 478 

552 

682 
641 

549 

0

200

400

600

800

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 3 年

（ ）

資料） 産 「 産 」

図2-2-1-3 生産 （ 人）

 

103 

6 

25 

22

13

11

105 15 

の

93

136 

の

2 

図2-2-1-4 別生産

430

211
3 年

産

54

（ ）

資料） 産 「 産 」  

 

3  の  

 県の に する としては、県内の で た の に する の

で る と、 を するなどして、県外の で た も め

た の をまとめた 県の の2つが ります。 

 ま 、 の についてみると、 県における の動 として、 な で

る と 戸 で た は、 が平成26 年(2014 年)を として減少 が

いている一方、 は令和 年(2019年)に ら三沢 地 が が

る の特 が ったものの、 増減を り しており、 全体でみても の動 と

合 せて増減を り しています。 
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以上の 、農 の 農 所 に ると、 県における平成30 年(2018 年)の農

は 年を119 上回る3 222 となっており、4年 で3 000 を し、15年

で東 となっています。なお、全 の農 は9 1 283 となっており、

県別で 県は 7 となっています。 
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が増加したこと ら、 年比5.0％増の18 8 000 となりました。(図2-2-1-38) 
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次に についてみると、平成30 年(2018 年)の 漁 ( 人 )は

別に 年と比 ると、 漁 のま は 年比44.2％増の103 と大 たものの、

の漁 が減少したことに い、い が 年比31.2％減の 105 と みました。
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3  の  

 県の に する としては、県内の で た の に する の

で る と、 を するなどして、県外の で た も め

た の をまとめた 県の の2つが ります。 

 ま 、 の についてみると、 県における の動 として、 な で

る と 戸 で た は、 が平成26 年(2014 年)を として減少 が

いている一方、 は令和 年(2019年)に ら三沢 地 が が

る の特 が ったものの、 増減を り しており、 全体でみても の動 と

合 せて増減を り しています。 
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令和2年(2020年)の ( )は、新 の に る 内外の 減 を け、

が 年比17.0％減の1 040 、 は 年比26.8％減の1 577 となり、 は 年

比で23.2％減の2 617 と 年を789 回っています。(図2-2-1-41)  

こ を 別にみると、 の は令和2年(2020年)には242 と 年比で48.5％減、

戸 は、2 375 と 年比で19.1％減となり、い も 年 ら大幅に減少しています。 

(図2-2-1-42) 
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なお、令和 年(2019年)の の内 をみると、 30.5％、 26.3％、一 24.0％

の となっています。一方、 の内 では、 19.9％、 14.7％、と も

こし11.1％の となっています。(図2-2-1-43) 
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次に 県の の についてみてみると、令和 年(2019 年)の は 1 644 と  

年比 7.3％減となっています。その 、 で る農 の は、東 大

の平成24年(2012年)を として増加 で しており、令和 年(2019年)は231 と 年

比3.4％増となっています。内 は、農 が56.8％、 が42.4％、 が0.9％で、こ

を 別にみると、農 ではり が全体の大半を めている 、り やながいも

などが ています。 では たてが全体の半 を めている 、その他 、

( 、 、 )などが ています。(図2-2-1-44 45) 

なお、 に る令和 年 のり (県外 も は 年比4.3％減の3 1 772
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を超えました。 外 ら の を けた 、新 の に る の 合い

が 外においても まったことが と えら ます。(図2-2-1-46) 
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 人 の  

  人 の  

人 率について、全 と 県の を比較してみると、 の までは、全

では、 の動 と 動して1 をは で大 上 、 を り して たのに し、 県

においては、 に一 0.5 を超えた以外は 0.5 以 で 動も いまま して

ました。 

し し、 の 回 に り、 動の高まりや東 大 の 、

らには 2部でみるとおり、 も まったことに り人 は高まり、 人

率は上 を けました。全 では平成30年(2018年)8 に1.64 まで上 し、 県においても平

成28年(2016年)3 に 和38年(1963年)の 始以 めて 1 を超え、平成30年(2018年)8

と11 には 最高の1.33 まで上 しました。令和 年(2019年)は、全 も 県もやや低

したものの高い を していましたが、令和2年(2020年)に り、新 の に り

に低 し、 年12 で、全 は1.05 となりました。 県では、 年5 以 、1 を

回り、12 には0.99 と、8 で1 を 回りました。(図2-2-2-1) 
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  人 の  

新 人 新 の について、全 と 県を比較してみると、ま 新 人

では、 の 回 に全 、 県とも増加を けました。 県では、平成 27

年(2015年)4 に 始以 めて1 人を超え、平成29年(2017年)7 には 最高の1

2 057人まで増加しました。その 令和 年(2019 年)12 まで1 人以上を していましたが、

 

令和2年(2020年)に ると新 の などに り に減少し、4 には7 691人まで減少

しました。5 以 は 増加 に ていますが、1 人を 回る にとどまっています。な

お、新 人 が 年1 に大 減少しているのは、 人 の 内 が たことに り

人が ら たことも しています。(図2-2-2-2) 

一方、新 では、 の 回 において、 の に

い が増加したことなどに り、全 、 県とも一 して減少 が いています。 県で

は平成24年(2012年)5 以 は1 を 回り、令和2年(2020年)12 は、 最少の5 267

となっています。 (図2-2-2-3) 
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  人の  

次に、新 人 の 別 成比をみると、全 、 県とも、 、 、 、

他に ないもの の割合が高 、 、 は増加 、 は減少

に ります。 

一方、 県の特 としては、全 と比較すると、 の割合が高いことが ら ます。(図

2-2-2-4 5) 
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に ります。 

一方、 県の特 としては、全 と比較すると、 の割合が高いことが ら ます。(図
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新 人 の増減を 年 比でみると、全 では、平成27年 (2015年 )以 、平成30年 (2018
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がら に したものの、 と どの で に しており、特に、 、

他に ないもの 、 の の が高 なっています。 

一方、 県の新 人 は、平成29年 (2017年 )まで増加していましたが、平成30年 (2018

 

年 )以 減少に 、令和 年 (2019年 )は 10.2％となりました。新 人 の増減

に する 別 をみると、令和 年 (2019年 )は、 、 、 泊

、 など、全 と に、 と どの で に しています。 (図2-2-2-6
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また、新 人 の 化には、 の動 や新 の増減 も して ると え

ら ます。県内の の をみると、平成21 年 (2009 年 )以 、増減を り しな

がらも、 や な増加 に ります。令和 年 (2019年 )は12 と 年 ら6 減少して

おり、内 をみると、 が2 、 が10 となり、特に、大 の新 人が ま る

の が りました。 (図2-2-2-8) 
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 の  

県の 率の をみると、平成21年 (2009年 )は50.2％でしたが、平成22年 (2010年

)以 は、 回 に る新 人 の増加など ら や に しました。令和 年 (2019年

)は、新 人 、 とも 年 り減少した 、 率はやや上 し、21.8％となってい

ます。 図2-2-2-9  
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令和 年 (2019年 )の 率を 別にみると、最も低い で11.6％となっています。(図

2-2-2-10) 
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に けて に が まりました。平成21 年(2009 年) 半 らは や の回 が

の にも し、 超幅に の動 がみら 、平成23年(2011年)12 には 県が、平

成24年(2012年)3 には東 が、平成25年(2013年)3 には全 が、そ 超に

ました。 

その は、全 、東 県のい も、 超幅が 大 に りましたが、平成30年(2018

年) らは いとなり、令和 年(2019年)12 以 は となっています。新

の 大に る の が深 化した令和2年(2020年)6 は、3 と比 て

超幅が大幅に しました。 (図2-2-2-11) 
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 の  

  の県 人 の  

県の新 高 を とした県内 人 率の をみると、平成20 年(2008 年)の

や平成23年(2011年)の東 大 の に り低 したものの、平成25年(2013

年)以 は の人 を に上 に り、令和2年(2020年)3 の県内 人 率

は、 最高の3.18 となっています。(図2-2-2-12) 
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② 就職状況 

令和2年(2020年)3月に県内の高等学校を卒業して就職した生徒(進入学し、かつ就職した者を含

む)は、卒業者の30.1％にあたる3,400 人となっています。また、全国では17.4％にあたる18 万

560人となっています。(図2-2-2-13-1) 

都道府県別にみると、就職した生徒の割合は全国で4番目に高くなっています。(図2-2-2-13-2) 
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道府県別にみると、就職した学生の割合は全国で3番目に高くなっていますが、高等学校卒業者の

就職率に比べると全国平均との間に大きな差はありません。(図2-2-2-14-1～2) 
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図2-2-2-13-2 高等学校卒業者の就職率

※ 就職者には大学等進学後の就職者数を含む。
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図2-2-2-14-2 大学卒業者の就職率
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は45.0％に達し、全国平均の19.2％を大きく上回っており、その就職先を地域別にみると、東京都

を中心とした関東地方が全体の約7割を占めています。 (図2-2-2-15-1～2) 
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図2-2-2-15-1 高等学校卒業者の県外就職率
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図2-2-2-16 県内大学卒業者の就職内定者数の推移

就職未内定者数（左目盛） 県外就職内定者数（左目盛）

県内就職内定者数（左目盛） 就職内定者に占める県内割合（右目盛）

（％）

 

 

次に、令和2年(2020年)3 の県内高 の について、 別にみると、

 (進 し、 つ した を )3 400 人の 、 の が704 人(全体の

20.7％)と最も 、次いで が626 人( 18.4％)、

が421人( 12.4％)の となっています。 

こ を 別にみると、 子では 、 、 の の が

いのに し、 子では 、 、 の の が なっています。(図

2-2-2-17-1) 
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また、 別にみると、 の が778人(全体の22.9％)と最も 、次いで が424

人( 12.5％)、 が422人( 12.4％)の となっています。 

こ を県内、県外別にみると、県内では、県外 の 合に比 て 、 の

が いのに し、県外では、県内 の 合に比 て 、 泊 、

の が なっています。(図2-2-2-17-2) 
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一方、県内 した新 の をみると、平成31年(2019年)3 の 年

までの 率は、高 が18.9％、 大 が18.3％、大 が13.9％とな

っています。 2年 、3年 は らに高 なり、平成29年(2018年)3 の 3年 ま

での 率は、高 が41.6％、 大 が45.3％、大 が37.4％となっ

ており、い も全 平均を上回っています。( 2-2-1) 
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図2-2-2-14-2 大学卒業者の就職率

※ 就職者には大学進学後の就職者数を含む。
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図2-2-2-15-1 高等学校卒業者の県外就職率
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3  の  

平成27 年(2015 年) ら、 県の (62 5 970 人)の 別 成比をみると、

の める割合が15.5％と最も高 、次いで 、 が13.4％、 農 、

、漁 が12.0％などとなっています。 

平成22年(2010年) ( 63 9 584人)と比較すると、 、 が1.7

上 しており、次いで (他に ないもの) が0.3 の上 などと

なっています。一方、 、 が0.8 低 しており、次いで 農 、 、漁

が0.7 の低 などとなっています。(図2-2-2-18) 
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います。一方、 、 が1.2 低 しており、次いで 農 、 、漁 、

、 、 泊 、 が0.2 の低 などとなっています。(図2-2-2-19) 
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全 の 人口11は、平成25年(2013年)以 増加 に り、令和 年(2019年)は 年比0.8％増

の6 886 人となりました。 

こ に し 県の 人口は一 して減少 に り、令和 年(2019年)は67 1 人と 年に

比 て0.1％減少しています。こ は人口の減少や高齢化の進行の に るものと えら ます。 
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 人 の  

全 率12は、全 では、平成21年(2009年)に5.1％に した 、東 大 の や

の に り、令和 年(2019年)は2.4％まで低 しています。 

県の 全 率は、平成21年(2009年)の6.8％ ら、令和 年(2019年)は2.7％まで低 して

います。 として全 と比 て高い に るものの、全 との は なって ています。(図

2-2-2-23) 

                         
11 人口 15歳以上の人口の 、 と 全 の合 。 、 、高齢 など 人口

を し いた人口。 
12 全 率 人口の 、 がな 動をしている ( 全 )の割合。 
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 また、 の動 と する で る 人 13をみると、 年1 2 に増加し、10

11 に減少する が ります。令和2年(2020年)1 の は 年 比3.1％減の7 935人と

なりましたが、6 以 は 年 比の増加幅が大 なっています。こ は、新 の に

り、 が増加したことも一 と えら ます。(図2-2-2-24) 
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13 人  の に る などに って の を している人
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令和2年(2020年)の 県における 所 5人以上の 所で いている 1人 たりの 間

( を とする所 内 、 などの超 、 などの特別 の合

)は26 1 で、 年(令和 年(2019年))の26 り1 増となり、全 を100とした

も82.1と、 年の80.5 り1.6 上 しました。 

の をみると、 県では、 に り が に 化した平成21

年(2009年)に1 6 、平成29年(2017年)以 は26 で しています。(図

2-2-2-25) 
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全 の については、平成30年11 ら、 する を、 して た ら、平成24年以
において東 の 500人以上 の 所 についても して した に しており、

の とは しないことに する。また令和 年6 ら 500人以上 の 所 について全
に る に していることに する。  

 

次に、平成27年(2015年)の 、 ( を とする所 内 、 など

の超 の合 を100とした でその動 をみると、令和2年(2020年)は、全 が

、 ともに減少し、 県は が104.3、 が103.0

と、そ 年の103.5、102.6 ら上 しました。 (図2-2-2-26 27) 
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3 の  

 の  

は、 が平均 に する や の がどの に 化している

について、 年を100として 化したものです。市 における と の を して、

動が になると上 し、 すると低 する が ること ら、 の体 とも

ています。 

 

 の  

市の 合 (平成27年(2015年) 100)は、 が 成 た 和45年(1970年)以 、

の上 や の 率 上 の に り に 化した 合を 、

や な動 となっています。この な中、平成28年(2016年)9 20、21 に 行が

和を した に り令和 年(2019年) までは上 が

ました。し し、令和2年(2020年)には新 の な 大に 動の

に る の ら 年比0.6％ の101.9となっています。 

また、全 の 合 も、 県と 動 になっており、令和2年(2020年)は 年と

の101.8となっています。(図2-2-3-1) 
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を上回りました。その は上 が 、令和2年(2020年)1 には103.1となったものの、

年2 以 は の に り となりました。 年5 には 市内全 で上

が たこと14に り しましたが、 年 9 には の 上 に り 102.3 に

上 したものの、その は となり、 年12 には101.6となりました。また、

を 合 15をみると、平成27年(2015年)2 以 は上 となり、令和

年(2019年)11 に102.9となったものの、 年12 らは となりました。令和2年(2020

年)は5 に一 な に り した 、 年6 には102.7に上 し、その は 幅な上 を

て、 年12 には102.8となりました。(図2-2-3-2) 
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② 費目別にみた消費者物価指数の推移 

青森市の生鮮食品を除く総合指数について、増減率(前年同期比)及び費目別の寄与度の推移をみ

ると、平成27 年(2015 年)は、円安等の影響により、食料(生鮮食品を除く)等の費目がプラスに寄

与したものの、前年夏以降からの原油価格の大幅な下落により、光熱・水道と交通・通信が大きく

マイナスに寄与したことから、第2四半期以降は増減率がマイナスに転じました。平成28年(2016

年)第1四半期以降は、原油価格が上昇に転じたことから、光熱・水道のマイナスへの寄与度が徐々

に縮小したものの、増減率は引き続きマイナスとなりました。 

しかし、平成29 年(2017 年)は、前年から続く原油価格の上昇により光熱・水道がプラスに寄与

するとともに、穀類、肉類、酒類等の値上がり等により食料(生鮮食品を除く)が引き続きプラスに

寄与したこと等から、第1四半期以降は増減率がプラスに転じ、平成30年(2018年)においても、

世界情勢を背景にした需給引き締まりが進んだことに伴う原油価格の上昇幅の拡大により、光熱・

水道と交通・通信が大きくプラスに寄与したこと等から、増減率もプラスが続きました。令和元年

(2019年)は、原油価格の高騰に伴うエネルギー価格の上昇が落ち着くとともに、携帯電話の通信料

が下落したほか、同年10月の消費税率の改定や幼児教育・保育の無償化等を背景に、増減率の上昇

幅は縮小しました。(図2-2-3-3) 

令和2年(2020年)は、新型コロナの世界的な感染拡大に伴う経済活動の停滞等により、原油価格

が急落しました。新型コロナ禍の深刻化により、長期にわたり需要は回復せず、価格の上昇が非常

に緩やかとなったため、光熱・水道や交通・通信が大きくマイナスに寄与したこと等から、第2四

半期以降は増減率がマイナスに転じました。なお、第2四半期の増減率の大幅な下落は、前述の上

下水道料金免除の影響です。 

また、令和2年(2020年)の青森市の総合指数が前年比0.6％の下落となった内訳を費目別にみる

と、光熱・水道や交通・通信のほか、令和元年(2019年)10月からの幼児教育・保育の無償化による

諸雑費に加え、令和2年(2020年)4月からの私立高等学校や高等教育の就学に対する支援の拡充に

より教育が下落に大きく寄与しました。 

全国も、本県と同様の傾向にありますが、これらの費目に加え、新型コロナの感染拡大を受けた

政府の観光支援事業「Go To トラベル」による宿泊料の下落が大きな影響を与え、教養娯楽が下落

となっています。 (表2-2-2) 
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① 勤労者世帯の実収入16の推移 

勤労者世帯の1カ月の実収入(年平均)は、青森市、全国、東北ともに、近年、増加傾向となって

います。 

青森市の実収入は、増減を繰り返しながらやや下向きに推移していましたが、平成29年(2017年)

以降は増加に転じ、令和2年(2020年)には前年を6万8,492円上回る54万5,914円と非常に大き

く伸び、3 年連続で増加しました。この大幅な伸びは、政府により新型コロナウイルス感染症緊急

経済対策として実施された特別定額給付金(1人当たり一律10万円)の支給等が影響しています。 

全国の実収入はほぼ横ばいで推移していましたが、平成29年(2017年)以降増加しており、令和2

年(2020年)は上述と同様の理由等により、前年を2万3,386円上回る60万9,535円となり、3年連

続で大きな伸びをみせています。 

東北の実収入も増減を繰り返していましたが、平成 28 年(2016 年)を底に増加しており、令和 2

年(2020年)は上述と同様の理由等により、前年を1万475円上回る55万3,162円となり、4年連

続で増加しました。(図2-2-3-4)  

487 

442 

477 

452 

464 

469 

437 433 
443 

434 

457 

477 

546 
534 

518 521 

510 
519 

524 
520 526 527 

534 

559 

586 610 

495 

474 494 
486 

495 

488 

463 

471 
460 

503 

515 
543 

553 

400

440

480

520

560

600

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2年

図2-2-3-4 勤労者世帯の実収入の推移

青森市 全国 東北

資料）総務省「家計調査」

(千円)

 

② 勤労者世帯の実収入の内訳の推移 

青森市の勤労者世帯の実収入について内訳をみると、世帯主収入は平成21年(2009年)以降40万

円を下回って推移していますが、令和2年(2020年)は前年を3,645円上回る36万1,302円となり

ました。また、配偶者の収入は、前年を1万7,371円上回る8万3,166円となりました。 

実収入全体に占める世帯主収入の割合は、ピークだった平成20年(2008年)には85.3％の水準に

あり、その後は概ね75％から80％の間で推移していましたが、令和2年(2020年)は特別定額給付

                         
16 勤労者世帯の実収入 …勤労者世帯とは「二人以上の世帯のうち勤労者世帯」をいう。実収入は、世帯主を含む

世帯員全員の現金収入(税込み)を合計したもので、住居手当や扶養手当などの各種手当や賞与を含む。 

 

の も り、その他の が 年を4 5 423 上回る8 9 352 となったこと ら、 年

の 全体に める の割合は 年比8.7 減の 66.2％と大 低 しました。
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 の の  

市の の 1 の (年平均)は減少 で していましたが、平成 27 年

(2015年)を に増加に 、令和 年(2019年)までは、増加 で していました。し し、令

和2年(2020年)は新 の 大に 外 などの に り、 が み、 年

を5 869 回る27 8 356 となりました。 

全 の は や な減少 で した 、平成28 年(2016 年) ら や に増加し、令

和 年(2019年)には32 3 853 となったものの、令和2年(2020年)は上 と の に り、

年を1 8 042 回る30 5 811 となりました。 

東 の は 市と全 の間で いで していましたが、令和2年(2020年)

は上 と の に り、 年を2 363 回る29 42 となりました。(図2-2-3-6) 
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① 勤労者世帯の実収入16の推移 
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市の の 所 ( ら 、 などの を し いた

)は、 の増減に って上 しながら しており、令和2 年(2020 年)は 年を 5 8 540

上回る45 4 159 となりました。また、 の を すとも る平均 (

所 に する の割合)は、 所 の増減に 動して 70％ ら75％の間で

していましたが、令和2年(2020年)は 年比10.5 減の61.3％となりました。 

全 の をみると、 所 は いで していましたが、平成29 年(2017 年) ら

増加 となり、令和2年(2020年)は 年を2 1 994 上回る49 8 639 となりました。ま

た、平均 は い ら減少 で しており、令和2年(2020年)は 年比6.6

減の61.3％となりました。 

令和2年(2020年)における の で る は、 市、全 とも増加しました。(図2-2-3-7) 

一 に、所 が増加しても、 はこ までの を に えることはな 、所 の

ど が ないこと ら、平均 が低 し、 の で る の が増加する

が るとい ます。また、 に する ら を増やすと、平均 が り低

する となります。 
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④ 家計消費支出の用途別分類内訳 

令和2年(2020年)の勤労者世帯の消費支出について用途分類別にみると、青森市、全国とも支出

額が最も高いのは食料費となっています。金額では青森市が全国を2,279円下回る7万7,217円と

なっていますが、消費支出に占める割合(エンゲル係数)では青森市が全国を 1.7 ポイント上回る

27.7％となっています。 

食料費に次いで支出額が高いのは青森市、全国ともに交通・通信費であり、その内訳をみると、

通信費は両者に差がないものの、これまで青森市が全国に比べ支出が多かった自動車等関係費は、

外出自粛やガソリン価格の下落により、令和2年(2020年)は全国を下回っています。(図2-2-3-8) 
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また、青森市の勤労者世帯の消費支出について、用途分類別に平成22年(2010年)を100とした

指数でみると、全体では概ね100前後で推移していますが、通信費がやや上昇傾向にある一方で、

教育や教養娯楽、被服及び履物が下降傾向となっています。これは、実収入や可処分所得が伸びて

図2-2-3-7 勤労者世帯の平均消費性向の推移 
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いる中に っても、 な い な 以外の を していることに るものと

ます。(図2-2-3-9)  
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次に、 とは別に、5年に1 る全 17 全 態

の ら 動 をみると、令和 年(2019年)における 県の 人以上の の平均

は25 262 となっており、平成26年(2014年)と比較すると2.9％、7 121 の増加となってい

ます。こ を の年齢 別にみると、平成26年(2014年)、令和 年(2019年)ともに、45

54 歳で が最も 、75 歳以上で最も少な なっています。また、令和 年(2019 年)の

を平成26年(2014年)と比較すると、35歳 35 44歳で減少した一方で、45 54

歳、55 64歳、65 74歳 75歳以上では増加しました。(図2-2-3-10) 

 

                         
17 和34年(1959年)以 、5年 とに て た 全 態 が令和 年(2019年) ら 全

に た。 
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令和 年(2019年) と平成26年(2014年) の の比較に たっては、 比較に する

した 平成26年全 態  2019年 の 方 に る を した。 

率に し、平成20年(2014年)4 1 に5％ ら8％ の 、令和 年(2019年)10 1 に8％

ら10％ の が行 た。 

 

 次に、 別 の割合をみると、全体の平均では 、 通 通 、 、

、 の に高 なっています。こ を の年齢 別にみると、全ての年齢

で最も高い割合を める を と、35歳 では他の年齢 と比較して が高

、35 44歳は、 、 が高 なっています。また、45 54歳、55 64

歳は他の年齢 と比較して 通 通 が高い 、45 54歳では も高 なっていま

す。65 74歳、75歳以上は他の年齢 と比較して 、 が高 なっている

一方で、 が低 なっています。(図2-2-3-11) 
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54 歳で が最も 、75 歳以上で最も少な なっています。また、令和 年(2019 年)の

を平成26年(2014年)と比較すると、35歳 35 44歳で減少した一方で、45 54

歳、55 64歳、65 74歳 75歳以上では増加しました。(図2-2-3-10) 
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令和 年(2019年) と平成26年(2014年) の の比較に たっては、 比較に する

した 平成26年全 態  2019年 の 方 に る を した。 

率に し、平成20年(2014年)4 1 に5％ ら8％ の 、令和 年(2019年)10 1 に8％
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や との 化、 通 の などに り、一 して減少 が いてい

ます。 らに、令和2年(2020年)は、新 の に る外 や の減少、

に って、 年比17.9％減の271 まで みました。 

一方、 の は、平成22年(2010年) ら3年 で増加し、その やや減少した

は いで しています。令和2年(2020年)は、新 に る の も った

ものの、内 が高まったために、 年比1.9％増20の1 506 となっています。 

こ らの 、 全体では、 の に り平成21 年(2009 年)まで

減少した 、 の増加に りやや したものの、平成25 年(2013 年)以 、

減少 となっています。令和2年(2020年)は、 が大幅に減少したことに り、 年

比1.7％減の 1 777 となりました。なお、全体に める の の割合は年 低 して

おり、令和2年(2020年)には15.2％となりました。(図2-2-3-12) 
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は 年 も を行っている 所が で、新 や した の を 一 での の

を比較することがで る。 
20 平成27年 ら大 、 、 との 、令和2年3 ら の

所の しを行ったことに り、 年で に が たため、 以 の に

を たものが の と し、そ をもって 年比を する。 
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 また、 3年間における 半 との 年 比をみると、 県は平成30年(2018年)4 6

に に た 、3 で となりましたが、平成31年(2019年)1 3 に

に ると、そのまま3 で となりました。 年10 12 は 率 上

の け み の 動に り3.5％の大幅な減少となりました。  

令和2年(2020年)1 3 に減少幅は しましたが、 年4 6 は 態 の に

や 間 に り、 の 減少が全体を し 、 減少幅が 大

しました。その は の の増加に り、 年10 12 は1.8％増と に ま

した。 

こ らを全 や東 の動 と比較してみると、 率 上 の や新 の 大

の動 は 県と ていますが、全 は 化の幅が大 、特に令和 2 年(2020 年)4 6 は

11.4％減と 県や東 りも大幅な減少となりました。(図2-2-3-13) 
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しました。その は の の増加に り、 年10 12 は1.8％増と に ま
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こ らを全 や東 の動 と比較してみると、 率 上 の や新 の 大

の動 は 県と ていますが、全 は 化の幅が大 、特に令和 2 年(2020 年)4 6 は

11.4％減と 県や東 りも大幅な減少となりました。(図2-2-3-13) 
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 の  

 次に、 別にみると、 では に が増加しており、平成 22 年(2010 年)の 943

が、令和 年(2019年)には15.9％増の1 091 となっています。令和2年(2020年)には、

新 の 大 のため外 や の などに ってもたら た内

増の も り、 が 年比4.0％増の1 256 となりました。 

 一方、 では、 の が減少しており、平成22年(2010年)の167 が、令和 年

(2019年)には43.1％減の95 となっています。令和2年(2020年)には、新 の 大

に り、 の中 や、 の で を い える動 なども り、

が 年比26.3％減の70 となりました。 (図2-2-3-14) 

 

図2-2-3-14 別年 の 移(青森県)

943 

1,014 

1,056 

1,055 

1,039 

1,048 

1,061 

1,076 

1,087 

1,091 

1,256 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600

H22

23

24

25

26

27

28

29

30

R1

2年

人 の の 料 の

料 の の

（ ）

24

21

22

21

20

18

17

16

15

14

10

123 

108 

109 

105 

97 

91 

85 

80 

75 

72 

52 

20

14

13

13

11

10

10

9

8

9

8

164 

154 

151 

147 

148 

146 

141 

139 

135 

129 

117 

0 100 200 300 400 500

H22

23

24

25

26

27

28

29

30

R1

2年

人 の の 料 の

料 の の

（ ）

 

 

 

 

 

別

 の 別 の をみると、 は に している一方、

は全て に しています。また、 み幅が大 い年は、その他の が大

に している が ります。 

 令和2年(2020年)をみると、内 の増加に り が に しているものの、そ

の他の や が大 に したことなどに り、 は 年比 1.7％の減とな

りました。 (図2-2-3-15) 
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の の動

県の令和2年(2020年) は、 年と比 て8.2％増の1 471 となりました。

その内 をみると、 大 が 年比7.6％増の298 、 が 11.2％増の

651 、 が 5.0％増の522 となっています。 

また、 半 との 年比をみると、 では のために や など

の の が高まった 、内 に り が たため とも となっていま

す。 大 は、 や 間 の を けたものの、特別 が

たことや の に い、 や を中 に 上が たことで、4

6 に大 増加しています。なお、7 9 は、 率 上 の け み の っ

た 年との比較となるために 年比減、10 12 はその 動減との比較となるために 年比増とな

っています。 も4 6 に 10.2％増となっており、 としては新

大に る もり や の に の の が しています。(図

2-2-3-16) 
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また、 半 との 年比をみると、 では のために や など

の の が高まった 、内 に り が たため とも となっていま

す。 大 は、 や 間 の を けたものの、特別 が

たことや の に い、 や を中 に 上が たことで、4
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に るものと えら ます。 (図2-2-3-17) 
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の 動 として、 (新 )の に り や 動 に

た をみてみます。 は、 においては に次 となり、一 に が

上 と も上 するとい ています。また、 動 の は、 、 、 子

などの の 、部 を とすること ら、 の 動 とも が深 、今 の

の先行 を する 動 の先行 の としても ています。 
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新 の をみると、 の や東 大 の で

が たことに る の みなどに り、平成23 年(2011 年)

に全 、 県とも大 減少したものの、 年12 ら が たことで、

平成24年(2012年) ら平成26年(2014年)まで高い が ました。 

平成 27 年(2015 年)は、 率 上 の け み の 動減に り全 、 県ともに大

み、平成29年(2017年)は、 年4 ら始まった新 での 減 の に

りやや したものの、以 、全 は い、 県は減少 で しています。 

令和2年(2020年)は、 年10 の 率 上 の や新 の 大に り全 、

県とも み、全 では 年を11.4％ 回る380 9 981 、 県では 年を12.0％ 回る3

9 560 となりました。なお、平成26年(2014年)4 の 率 上 には半年 ら大

な け み が ら ましたが、今回の増 ではそこまでの大 な け み は ら ませ

でした。(図2-2-3-18)  
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3年間における 半 との 年比をみると、令和 年(2019年)4 6 以 幅は

に り、令和2年(2020年) らは 年比 に ました。特に4 6 は 年比6.6％

減の241 となっていますが、こ は新 の 大に る外 や の減少 の

に るものと えら ます。 (図2-2-3-17) 
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は いないし や な減少 となっています。また、 動 は全体に める割合は4割

と最も高い ですが、平成27年(2015年)以 減少 となっています。 

令和2年(2020年)は、新 の 大に り、4 ら5 に けて外 の動 が

がったことや、大 動 の が となったことに い が減少したなどの

に り、 全体で 年比12.0％減の3 9 560 となりました。内 をみると、 通 が

年比14.9％減の1 467 、 が 年比11.7％減の1 3 331 、 動 が 年比10.2％

減の1 5 762 となり、全ての で減少しています。(図2-2-3-19) 
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 の  

今 、 らに が ることが ている 動 や など、次 動

の をみると、 県では令和 年 (2019年 ) で8 1 266 となっており、 別で

は がその と どを めています。 

全 に める次 動 の割合( 率)は、全 が22.1％、東 全体が20.7％で るのに

し、 県は15.9％と低い にとどまっています。( 2-2-3) 
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PHV
(

)
( )

CNG
( )

料
動

合計 動
動
率

青森県 2 53 1 14 740 6,838 0 2 81,266 511,584 15.9%

22 5 1 623 1 4 56 5 58 120 800,626 3,867,131 20.7%

1 25 136 2 4 11 1 34 33 4 3 5 1 2 1 62 46 6 1 21 22 1

資料）

2-2-3 動 ( 年 ）

 

 

 の  

が 全体が人口減少 に った中で、今 も地域 を 上 せてい ためには、

での人や の を り一 大 せることが です。平成 28 年(2016 年)3

に 新 が し、令和2年(2020年)12 には東 新 全 10 年を えました。
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航空路線では、令和元年(2019年)7月に青森・台北線の国際定期便が、令和2年(2020年)3月には

青森・神戸線が新規就航したほか、令和元年(2019年)7月には青森空港ターミナルビルがリニュー

アルし、国内線ロビーの拡充や国際線の旅客搭乗橋(ＰＢＢ)の増設、フードコートの新設など、サ

ービスと利便性が向上しました。また、平成31年(2019年)4月には青森港国際クルーズターミナル

が供用を開始し、豪華客船「クイーン・エリザベス」が初寄港するなど、陸・海・空の交通機関を

組み合わせて広域的に周遊する「立体観光」の基盤が一層強化されました。 

しかし、新型コロナの世界的拡大により、緊急事態宣言が発出され移動の制限が課せられたこと

や多くの祭り・イベントが中止されたことなどで、本県の観光産業は非常に厳しい状況下に置かれ

ています。観光産業は裾野が広く、経済波及効果も大きいため、運輸業や宿泊業、土産物販売等の

商業や観光施設のサービス業などへの直接的な影響だけではなく、農業や漁業、土産物等の製造な

どの幅広い産業にも間接的な影響が及んでいます。 

 

① 延べ宿泊者数の動向 

本県の令和元年(2019 年)の延べ宿泊者数(従業者数 10 人以上の施設)は、前年比 5.4％増の 389

万7,630人となりました。延べ宿泊者数を宿泊目的別にみると、ビジネス目的は前年比10.6％増の

235万5,100人、観光目的は1.6％減の154万2,530人となりました。本県の宿泊客はビジネス目的

が半数を超えており、令和元年(2019年)では全体の60.4％を占めています。 

一方、全国の延べ宿泊者数は、前年比10.7％増の5億98万人となりました。宿泊目的別では、

観光目的が全体の半数を超えて推移しており、令和元年(2019年)は全体の52.2％を占めています。 

令和2年(2020年)の延べ宿泊者数(速報)は、新型コロナの影響により全国的に大きく落ち込んで

おり、本県は前年比35.3％減の252万人、全国は48.4％減の2億5,862万人となっています。 (図

2-2-3-21) 
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図2-2-3-21 延べ宿泊者数の推移

 
 

令和元年(2019年)の延べ宿泊者数を都道府県別にみると、東京都が7,898万人と最も多く、次い

で大阪府が4,743万人となっています。東京都は延べ宿泊者総数(5億9,592万人)の13.3％を占め

ており、東京都、大阪府、北海道、沖縄県、京都府の上位5都道府県で全体の38.1％を占めていま

す。本県は、461万人で全国第35位となっています。(図2-2-3-22) 
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令和元年(2019年)の延べ宿泊者数を都道府県別にみると、東京都が7,898万人と最も多く、次い

で大阪府が4,743万人となっています。東京都は延べ宿泊者総数(5億9,592万人)の13.3％を占め
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す。本県は、461万人で全国第35位となっています。(図2-2-3-22) 
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また、令和 年(2019年)の は全 で3 7 341 となっており、 県別にみる

と、東 が5 422 と最も 、次いで大 が3 042 、 が2 242 、 県が

1 785 、 が1 664 と、上 5 県で全体の37.9％を めています。 県は、338

で全 32 となっています。 

泊 の 別でみると、東 では (62.8％)や (28.2％)の

める割合が高い一方、 県では (67.1％)に次いで、 (17.5％)の める割合が高

い に ります。(図2-2-3-23)  
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 人 の  

県の令和 年(2019年)の外 人 泊 は、 年比14.0％増の33 7 620人となり、 最

を しました。 泊 に める外 人 泊 の割合も年 上 しており、令和 年

(2019年)は8.7％と 最高を しています。令和2年(2020年)の外 人 泊 ( )は、

新 の に り大 減少し、 年比79.9％減の6 8 030人、 泊 に める割

合は2.7％となっています。 (図2-2-3-24) 
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外 人 泊 について ( 地)別にみると、令和 年(2019年)は らの 泊 が最も

、次いで、中 、 、 、 の となっています。全体の3割超を める は、県

り の最大の 先として 県の が高いことや、令和 年(2019年)7 に が し

たことが と えら ます。 

令和2年(2020年)は、新 の 大とそ に の などに り、い

の 地域においても大幅に減少しています。 (図2-2-3-25) 
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次に、 県の 泊 を 別にみると、 、 とも、 らまつりが

る4 ら増加し始め、 りや の8 10 が特に 、12 3 には

が りますが、 年は の の に り12 3 の 泊 も年 増加 で

していました。し し、令和2年(2020年)は新 の に り特に の み

が に大 、 態 は に回 となりましたが、 以 の 大の

で でおり、先行 が ます。(図2-2-3-26) 
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④ 地域別観光客数 

本県の主な観光施設の入込客数と宿泊施設の宿泊者数の推移を四半期別にみると、令和2年(2020

年)はいずれも前年を大きく下回っており、緊急事態宣言下の4～6月期の落ち込みが特に大きくな

っています。7～9月期は大きな祭りやイベントが中止となったものの、県の「あおもり宿泊キャン

ペーン」や国の「Go To トラベルキャンペーン」のほか、修学旅行の受入れも始まり、回復基調と

なりましたが、観光施設の入込客数、宿泊者数とも12月時点でいずれも感染拡大前の水準には戻っ

ていません。(図2-2-3-27～29) 
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⑤ 観光消費額 

本県の県内観光消費額は増加傾向で推移しています。令和元年(2019年)の観光消費額は1,910

億円で、現在の基準で統計を取り始めた平成22 年(2010 年)以降で最高となりました。外国人に

よる観光消費額も年々増加しており、令和元年(2019 年)の外国人による観光消費額は前年比

26.1％増の203億円となり、観光消費額全体の10.6％を占めています。(図2-2-3-30) 

注）宿泊施設54施設(対象施設入替あり) 
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令和 年(2019年)の 1 910 の内 をみると、 泊 が33.8％の646 となって

おり、次いで が24.5％の468 、 通 が14.5％の277 となっています。(図2-2-3-31) 
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を 地別にみると、 地が 県 ら い ど が高 なる がみ

てと ます。こ は、 方 らの ど 通 が高 なる 、 も なり 泊 や

も高 なるためと えら ます。また、 地方、中 地方の の が 外

 

に次いで高 なっており、特に 地方の は 外を上回って最も高 なっています。

令和2年(2020年)3 に した 戸 に り、 との が 大することで、 県

の なる が ます。(図2-2-3-32) 

4,952

3,561

4,870

4,971

7,214

7,730

4,919

5,622

9,869

8,427

12,438

12,896

20,669

17,584

13,860

23,591

6,698

5,676

7,289

8,566

8,352

8,444

8,337

11,208

8,503

6,545

8,323

8,486

10,863

10,700

8,860

10,769

693

549

788

1,594

1,056

1,033

1,140

1,091

30,716

24,757

33,708

36,512

37,118

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

図2-2-3-32 別 ( 年)

産

の

資料）県 課「 年青森県 統計」 ( )

48,154

52,281

45,492

 

78



 

20 78 21 26 37 39 52 87 161 203 

1,679 

1,314 1,465 1,452 1,456 
1,685 

1,762 1,777 
1,741 1,707 

1,699 

1,392 
1,487 1,478 1,493 

1,724 
1,814 

1,863 1,902 1,910 

1.2 

5.6 

1.4 1.7 2.5 2.3 2.9 
4.7 

8.5 
10.6 

0

10

20

30

40

50

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

（ ）図2-2-3-3 の 移(青森県)

人

人

人の割合（ ）

( )

資料）県 課「青森県 統計」  

 

令和 年(2019年)の 1 910 の内 をみると、 泊 が33.8％の646 となって

おり、次いで が24.5％の468 、 通 が14.5％の277 となっています。(図2-2-3-31) 

産

24.5%

33.8%

14.5%

の

27.2%

図2-2-3-31 （ 年 計）

年

1,910

資料)県 課「 年青森県 統計」

料
料 の

の合計

646

2

4652
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 の  

 の  

  の  

県の は、減少 が いていたとこ 、平成23 年 (2011 年 )に東 大

らの に けた が ら たことに り増加となりました。その 減少

が ましたが、令和 年 (2019年 )は の が増加したことに り、 年

比14.2％増の5 870 となっています。なお、令和2年 (2020年 )上 は、 年 比3.7％

減の2 847 となっています。 

また、全 の も、 に たり減少が いていましたが、平成24 年 (2012 年 )以

増加に 、その は東 に る ら高 で しており、令和

年 (2019年 )は 年 比2.3％増の53 1 420 となっています。 

なお、令和 2 年 (2020 年 )上 は 年 比 2.5％減の 24 932 となっています。(図

2-2-4-1) 
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県の を 間 の別にみると、 間 については、平成 26 年 (2014 年 )以

減少 が いていましたが、令和 年 (2019年 )は 年 比2.6％増の2 562 となって

います。 

一方、 については、東 大 らの に などが増加した平成

24 年 (2012 年 )を として減少 が いていましたが、令和 年 (2019 年 )は、大

な や の などが増加に し、 年 比25.2％増の3 308 となってい

ます。(図2-2-4-2) 
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 の  

令和 年 (2019 年 )の 県の について、 別に 年 と比 ると、 間 は、

、 、 が大 減少したことなどに り が 年 比 1.9％減となっ

たものの、 は 16.4％増となっています。 

一方、 は が 年 比73.6％増と大幅に増加した 、 も 8.6％増と

なっています。( 2-2-4) 

( ) ( ) 年 ( ) ( ) ( ) 年 ( )

計 5 1 14 2 53 142 43 1 2 3

256 164 43 6 2 6 31 4 6 3 5 3

1 4 3 3 31 4 1 26 4 1 35 4 1 2

11 24 2 1 1 1 15 31 2 2 3

12 6 4 2 2 1 2 2 1 11 4 3 2
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1 1 12 2 16 4 5 14 444 4 1 1

33 45 56 4 25 2 21 645 663 4 3

116 1 3 6 4 16 1 4 2

16 6 2 16 5 544 42 1 1

の 1 1 1 1 63 3 624 5 1 6 4
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1 2 3 32 1 4 4 13 56 16 24 6 1 3
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（ ） 計 3 1 252 51 3 1 3 65 53 5 5

（ ） 計 2 5 5 4 1 5 22 4 1 42 3 6 4

資料） 「 合統計年 」

2-2-4 別 資 （ 年 ）
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を 別にみると、全体の74.0％を める では、 の割合が31.3％

と最も高 、次いで 山 が13.0％となっており、この2 で 全体

の5割を超えています。 

また、全体の 26.0％を める では、 やその で る その他 の割合が

24.4％と 全体の9割以上となっています。(図2-2-4-3) 
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※集計方法の違いにより、表2-2-4に示す金額とは異なることに注意
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住宅を除く民間建築工事を使途別にみると、「店舗」と「倉庫」の割合が共に27.2％と最も高く、

次いで「工場・作業所」が23.3％、「事務所」が16.5％の順となっています。なお、全国や他の地

域と比べてみると、オフィスビルなどの需要が高い東京圏では、「事務所」の割合が 38.4％と本県

の約2.3倍となっている一方、本県で割合の高い「工場・作業所」が11.2％にとどまるなど、地域

によって特徴があることがわかります。(図2-2-4-4) 
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 の  

行に る の ら 県の 間 の をみると、平成

27 年 (2015 年 )までは大 な増加と減少を り す しない動 となっていましたが、平成

28年 (2016年 )以 は比較 した動 となっています。 

令和2年 (2020年 )は 年 比0.7％減となっており、こ を 、 別にみると、

においては、 、 で減少となっているものの、 上や高

加 化に けた を する や の増 のために をした

などが増加に し、 年 比41.3％増と3年 の増加となっています。一方、 におい

ては、 全 などに り が増加した一方、 の増 など

が一 した が大 減少したことや、新 の で に な がみら

ることなど ら 年 比24.6％減と2年 の減少となっています。 (図2-2-4-5) 

また、 などにおける の1つとして 動 が りますが、 県の

(新 )の をみると、このとこ いで していますが、令和 年 (2019年 )

は 率 上 の け み も ったため、増加幅がやや大 なっています。 

令和2年(2020年)の は、 に令和 年(2019年)10 の 率 上 に る 動減

が し、 通 が1 311 、 が1 928 で、合 では 年比18.6％減の3 239

となっています。(図2-2-4-6) 
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3  の  

新 戸 は、所 、地 、 、 などに る 、 率の 上 や

減 の など の でも増減します。一方、 の 動 や、

などの 動 、 るいは に る の など の に を すこと ら、

今 の の先行 を する 動 の先行 の としても ています。 

 

 の  

県の新 戸 は、平成25年(2013年)の 率 上 の け み と平成26

年(2014年)の 動減の を と、 の などを けた低 の 化や、

図2-2-4-5 資 の増減率の 移 (青森県)
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制改正の影響による相続税の節税対策等によりアパートなど貸家を建築する動きが活発化したこと

から平成28年(2016年)までは増加傾向にありました。しかし、平成30年(2018年)以降は減少傾向

が続いています。 

なお、東京圏の新設住宅着工戸数も、本県とほぼ同様の推移となりました。 

令和2年(2020年)の新設住宅着工戸数は、令和元年(2019年)の消費税率引き上げによる反動減や

新型コロナの影響から、本県では対前年比8.1％減の5,671 戸、東京圏では対前年比8.2％減の28

万3,460戸となり、ともに3年連続で前年を下回っています。(図2-2-4-7) 
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② 新設住宅着工戸数の利用関係別内訳 

令和2年(2020年)の新設住宅着工戸数の利用関係別構成比を本県と東京圏で比較すると、本県は

持家が全体の 61.0％を占めているのに対し、東京圏は土地が狭く地価が高いため、持家よりもアパ

ートなどの貸家やマンションなどの分譲住宅の割合が高くなっています。(図2-2-4-8) 
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44 となりました。 

また、 は、平成25年(2013年)以 、100 で いの が いています。令和

2 年(2020 年)は が 10 を超える大 は 年 2 にとどまり、 は 年比

26.4％減で 3 に少ない70 8 600 となりました。 

を 別にみると、平成22 年(2010 年)まで最も った は減少 に る一方

で、 ( 、 動 、 通 )は 年10 以上 しており、全体に

める割合が高 なっています。令和2年(2020年)は、 が6 で 年比50.0％減、 が4

で 69.2％減と大 減少している一方、新 の に り は18 と 年

みとなっており、全体に める割合は高 なっています。(図2-2-5-1) 
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 を 別にみると、 に る が て 、平成25 年(2013 年)以 は

のし せ( )も い となっています。一方、 に る は、 年では

にとどまっています。令和2年(2020年)は、 に るものが27 で全体の61.4％、

次いで に るものが5 で全体の11.4％となっています。また、 のし せ(

)は2 で 年に比 大 減少しています。 
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なお、 のし せ( )、 、 回 を合 せた の全体に

める割合は、平成24年(2012年)に54.4％まで低 しましたが、その は70％ で しており、

令和2年(2020年)は のし せに る が少な ったために68.2％と、 10年で3

に少ない割合となりました。(図2-2-5-2) 
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3  の   

県 の をみると、 の高齢化と に り平成28 年(2016 年)

ら増加 に り、平成30年(2018年)に 最高の464 となりました。令和 年(2019年)は

293 と一 して大幅な減少となりましたが、令和2年(2020年)は先行 の ら 増加

し、 年比16.0％増の340 と、 最低となった とは な動 となっています。 

 こ を 別にみると、平成26年(2014年)までは が全体の 3 の1を め、次いで

や 他となっていましたが、平成27 年(2015 年)以 は、 他の割合が年

高 なっています。令和2年(2020年)は、 年に比 と 通 以外の が増加してお

り、 他が最 の97 で 年比1.0％増、次いで が74 で 21.3％増、 が

61 で 19.6％増となっています。(図2-2-5-3) 
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 の  

 中 の の をみると、 県 と 県中

が令和 年 (2019年 )に け けた 口 は、 年 り14 い35 となってい

ます。また、令和 年 (2019 年 )に が した は12 、 が

した に る令和 年 (2019年 )の は325人で、平成15年 (2003年 ) らの

では1 739人となっています。(図2-2-5-4) 
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 の  

 の  

高は、 り で る や 人の の動 や を する で る 行の

態 に り 化します。一 には、 などが を に行 回 に増加し、

には の が 先 るため減少する に るとい ていますが、 が

行する などに る の の動 にも を ける 合が ります。 

県の ( 行、 、 合) 高は、 体 らの の などに

る 幅な増減が る中、平成24年(2012年)を に や な増加 に た 、平成29年(2017

年)半 ら いで していました。令和2 年(2020 年)は、新 の 大を け

て、 の の高まりや が に に ていることなどが して

が増加し、 年11 には 年比2.9％増の3 1 527 となっています。 

また、全 も平成24年(2012年)以 は 増加 に り、令和2年(2020年)は 県と の

で が増加しましたが、増加幅は 県と比較して大 、 年11 には 年比6.1％増の

625 となっています。(図2-2-6-1) 
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県内 の 高を 先の 別にみると、地方 体が25.4％と最も 、次い

で 動 の9.6％、 の8.5％となっています。(図2-2-6-2) 
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す。 (図2-2-6-3) 
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県の の を 別に 年 比でみると、令和2年(2020年)2 までは、

20％ ら 5％の間で 動していましたが、新 の に り、 年5 ら 年

に比 て大 上 し、 年6 には310 9 900 で 年の 5 となりました。その の増加幅

は つつ りますが、 年12 は 年比50％増の118 1 300 となっています。(図2-2-6-5)  
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次に、 県 らみた の 態 は、 の動 が いており、平成 31 年

(2019年)3 以 は 10 を超えて しています。令和2年(2020年)に ると、新

に る や の を い めるため、 に って が たことな

ど ら 態 は 和し、 年12 には16 となっています。 

一方、全 中 らみた の 態 は、 県 りも高い で の動 が いた

、平成28年(2016年)3 以 は 20 で しており、 県に比 て 態 が

に い に ります。令和2年(2020年)に って らも、 いの が いており、 年

12 には19 となっています。(図2-2-6-7) 
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 県内 の り が している には、 の低 が ります。 

 県内の 行 の 平均 は、平成19年(2007年)10 の 2.495％を に

低 し、平成28 年(2016 年)に 行に って た 和

に り らに低 を けています。令和2年(2020年)10 は1.036％と、 年 比で5.3％の減

少となっています。 

 なお、全 の 行をみても、平成19年(2007年)7 の1.826％を に、 みな上 と低

を り しながらも低 となっており、平成25 年(2013 年)に 1％を割り 、令和2年

(2020年)12 には0.647％となっています。(図2-2-6-8) 
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 青森県の人口の  

 県の人口21は、 和58年(1983年)の152 9 人を に減少が いており、令和2年(2020

年)には123 715人となりました。年齢3 別では、15歳 人口(年少人口)と15 64歳人口

( 年齢人口)の割合が低 なる一方で、65 歳以上人口( 年人口)の割合が高まっています。(図

2-3-1) 
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進行する がみら 、平成21年(2009年) ら令和 年(2019年)までの10年間の 県の人口増減

率は 9.6％と、 田県( 11.9％)に次いで全 で2 に大 い減少率となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、65 歳以上人口( 年人口)割合を 県別にみると、全 に超高齢 となっており、

令和 年(2019年)の 県の65歳以上人口( 年人口)割合は33.3％と、全 で7 に高 なって

います。(図2-3-2)  
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また、 人口 所がまとめた の地域別 人口(平成30年(2018

年)3 )について (以 人口 とい 。)に 、 県の 人口は、令和7

年(2025年) で115 7 人(平成27年(2015年)比 15 1 人)、令和17年(2035

年) では 和10年(1935年) 以 、100年 りに100 人を 回る99 4 人(平成27

年(2015年)比 31 4 人)となっており、全 に比 て人口減少の が いため、

全 に める割合も低 してい ことが ま ています。(図2-3-3) 
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 青森県の人口の  
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( 年齢人口)の割合が低 なる一方で、65 歳以上人口( 年人口)の割合が高まっています。(図

2-3-1) 
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 青森県の人口  

次に、 県の人口動態を、 動態( )と、 動態( )の

2つの らみてみます。 

令和2年(2020年)の人口動態をみると、1 ら12 までの は1 5 629人の減少となり、

令和 年(2019年)の1 6 844人 ら減少幅が1 215人 しました。この5年間の 別の動 を

みると、 年に比 3 の みが 、そのまま しています。 (図2-3-5) 

また、 和54年 らの人口増減 の をみると、平成22年(2010年)には、 動態の減少

が 動態の減少 を上回り、こ 以 は、人口減少に める 動態の割合が高 なっています。
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令和 年(2019年)10 ら令和2年(2020年)9 の 動態は、 が7 005人、

が1 7 941人で り、 増減 は1 936人の減少と、減少 が年 増加しています。 (図2-3-7) 

また、 の を の 人口動態 でみると、 は減少 、

は増加 に ります。こ は、15 49歳の 人口の減少や高齢化の進行などが に

り、この は今 も と ま ます。(図2-3-8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 年(2019年)10 ら令和2年(2020年)9 の 動態は、県外 らの が1 8 483

人、県外 の が2 3 123人で り、 増減 は4 640人の減少となりました。 動

態の減少 は、新 の を け が 、 しています。 (図2-3-9) 

県外との の を年齢別にみると、 超 となっている年齢が なっていますが、特

に18歳、20歳、22歳の 超 が っています。(図2-3-10) 

 年齢別の 動態の をみると、平成24年(2012年)以 、15 24歳の 超 は4 500人

で して ましたが、令和 年(2019年)10 ら令和2年(2020年)9 の 超 は4 034

人と大幅に しました。一方、25 64歳の 超 は500 1 400人 で し、15 24歳に

比 ると幅が大 、その年の 動態に大 な を えています。(図2-3-11) 
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35～39歳 5.3 13.6 47.6 0.9 8.9 3.3 3.7 2.6 0.3 5.3 8.7
40～44歳 4.8 11.1 54.7 2.5 8.4 3.1 1.9 1.5 0.4 2.9 8.6
45～49歳 3.8 13.3 51.1 0.8 7.4 3.4 2.3 4.9 0.2 4.6 8.2
50～54歳 2.9 13.1 49.3 0.0 9.4 1.8 1.6 6.8 0.5 5.5 8.9
55～59歳 5.9 8.7 31.8 0.3 17.3 0.3 1.4 12.1 0.3 5.9 15.9
60～64歳 4.8 4.8 15.0 0.0 33.9 0.0 1.3 11.9 1.3 11.9 15.0
65～69歳 4.2 4.2 7.2 0.0 27.7 0.6 1.8 13.9 1.2 18.7 20.5
70歳以上 3.4 0.0 2.3 0.6 12.4 0.6 4.0 16.9 16.4 23.7 19.8

資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」 
※令和元年10月1日～令和2年9月30日

表2-3-13 「県外からの転入」の移動理由

(単位：％)

年 齢
移動理由

(3) 県外からの転入及び県外への転出の移動理由  

本県では、市町村の協力のもと、人口移動統計調査の一環として、転出者及び転入者を対象に移

動理由を調査しています。 

令和元年(2019年)10月から令和2年(2020年)9月までの調査結果から、「県外からの転入」と「県

外への転出」の移動理由の構成比をみると、「県外からの転入」では、転勤が 34.5％で最も多く、

次いで退職が12.6％となっています。また、「県外への転出」では、就職が33.1％で最も多く、次

いで転勤が28.7％となっています。(図2-3-13～14、図・表2-3-1～2) 

 一方、転出超過となっている若年層については、15～19歳における「県外からの転入」では、転

勤(主に親の転勤と推測される)が33.9％で最も多く、次いで就学が31.9％となり、「県外への転出」

では就職が48.6％で最も多く、次いで就学が42.6％となっています。 

また、20～24歳における「県外からの転入」では、就職が29.4％、転勤が20.2％、退職が16.9％

と分散していますが、「県外への転出」では就職が65.8％と大きな割合を占めています。(図2-3-13

～14) 
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就 職 転 職 転 勤 就 学 退 職 結 婚 離別・死別 介護・看護 施 設 入 所 新築・転宅 その他

総 計 11.5 12.1 34.5 4.9 12.6 3.7 2.2 2.8 0.5 5.4 9.6
 0～14歳 3.0 11.9 39.0 3.4 2.9 3.3 9.6 2.2 0.1 11.2 13.3
15～19歳 8.6 3.7 33.9 31.9 11.5 0.3 0.4 0.4 0.0 1.3 8.0
20～24歳 29.4 11.4 20.2 6.4 16.9 3.0 0.6 0.4 0.0 2.9 8.7
25～29歳 11.0 17.6 35.0 0.8 13.6 8.3 1.0 0.9 0.2 3.7 7.9
30～34歳 8.3 16.3 40.2 1.1 10.5 5.9 2.7 1.3 0.0 5.9 7.7
35～39歳 5.3 13.6 47.6 0.9 8.9 3.3 3.7 2.6 0.3 5.3 8.7
40～44歳 4.8 11.1 54.7 2.5 8.4 3.1 1.9 1.5 0.4 2.9 8.6
45～49歳 3.8 13.3 51.1 0.8 7.4 3.4 2.3 4.9 0.2 4.6 8.2
50～54歳 2.9 13.1 49.3 0.0 9.4 1.8 1.6 6.8 0.5 5.5 8.9
55～59歳 5.9 8.7 31.8 0.3 17.3 0.3 1.4 12.1 0.3 5.9 15.9
60～64歳 4.8 4.8 15.0 0.0 33.9 0.0 1.3 11.9 1.3 11.9 15.0
65～69歳 4.2 4.2 7.2 0.0 27.7 0.6 1.8 13.9 1.2 18.7 20.5
70歳以上 3.4 0.0 2.3 0.6 12.4 0.6 4.0 16.9 16.4 23.7 19.8
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(3) 県外からの転入及び県外への転出の移動理由  

本県では、市町村の協力のもと、人口移動統計調査の一環として、転出者及び転入者を対象に移

動理由を調査しています。 

令和元年(2019年)10月から令和2年(2020年)9月までの調査結果から、「県外からの転入」と「県

外への転出」の移動理由の構成比をみると、「県外からの転入」では、転勤が 34.5％で最も多く、

次いで退職が12.6％となっています。また、「県外への転出」では、就職が33.1％で最も多く、次

いで転勤が28.7％となっています。(図2-3-13～14、図・表2-3-1～2) 

 一方、転出超過となっている若年層については、15～19歳における「県外からの転入」では、転

勤(主に親の転勤と推測される)が33.9％で最も多く、次いで就学が31.9％となり、「県外への転出」

では就職が48.6％で最も多く、次いで就学が42.6％となっています。 

また、20～24歳における「県外からの転入」では、就職が29.4％、転勤が20.2％、退職が16.9％

と分散していますが、「県外への転出」では就職が65.8％と大きな割合を占めています。(図2-3-13

～14) 
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別 別 の

計 33.1 11.2 28.7 10.8 2.9 2.6 0.8 1.0 0.2 3.9 4.7
～14歳 1 62 3 6 6 3 4 2 1 3 1 1 6

15～1 歳 4 6 1 3 1 42 6 6 3 2 1
2 ～24歳 65 3 5 5 2 5 1 5 1 1 1 2
25～2 歳 1 4 21 6 3 6 1 5 1 5 2 2 4
3 ～34歳 1 1 6 51 1 4 3 4 1 1 3 4 2 4
35～3 歳 1 3 14 5 5 4 2 3 1 1 1 1 4 1 4
4 ～44歳 5 16 6 55 3 1 3 4 2 3 1 2 3 5 5
45～4 歳 2 13 1 5 5 2 1 2 2 5 1 6 1 2 6 2 4
5 ～54歳 5 3 15 2 5 2 1 1 3 1 6 1 3 5 6
55～5 歳 15 44 1 4 4 2 2 1 3 5 1 6
6 ～64歳 11.7 13.1 16.8 0.0 15.3 0.0 2.2 4.4 1.5 21.2 13.9
65～6 歳 7.3 10.4 4.2 0.0 12.5 1.0 4.2 5.2 2.1 25.0 28.1
歳以上 4 1 4 1 4 1 5 1 4 2 6 3 23 4

資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」
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2-3-2 「県 の 」の移動

 

3 青森県の人口構成 

が の人口 は、2つの らみを つ となっています。2つの らみとは、 として

1次 と 2次 を していますが、 県の人口 にお

いては、全 に比 ると 2次 の らみが まり たない となっています。

こ は、 県の 動態の減少 が大 った平成 (1990年 半)に 2次

が18歳を え、県外 する が ったためと えら ます。( の図2-3-6を ) 

また、令和2年(2020年)と 和55年(1980年)の 県の人口 を比較すると、少子化と

高齢化の進行に加え、人口の い 1次 が70歳 半となり、人口 の

が上方 した になっています。(図2-3-15) 
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1次 と 2次 を していますが、 県の人口 にお
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また、令和2年(2020年)と 和55年(1980年)の 県の人口 を比較すると、少子化と
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1 3 

 

 

 

 

に 

 

令和 年 2 1 年 12 、中 の において となる 体が されてい

ない の が多 され、令和2年 2 2 年 1 に 保 機 は新型のコロナ

ル が されたことを しました。この新型コロナ ル 感染 1 は く

に 中に拡 し、多くの や地域で 事 や ロ な 、経済にとっ

て に影響の大きい 置が取られました。 

わが においても、令和2年 2 2 年 に を めとした 県を対 域とした

事 が され、 1 には対 域が に拡大されました。 

新型コロナは、 、わが 、 いては本県経済にも大きな影響を しました。本 では新型

コロナが本県経済に与えた影響について明らかにしていきます。 

 

 

  

はじめに、 体の新型コロナの感染拡大の状況についてみると、令和3年 2 21年 2 現

で の感染 は1 1 人、 は 2 人となっています ジ

大 。 3 1 1  

地域 に感染 の をみると、 が最も多く2 8 1 人、 いで、 1 111

人 、 ジル 1 人 な となっています。 3 1 2  

 

わが の感染状況をみると、令和2年 2 2 年 1 1 に初めての感染 が 1 1 に確

されて 、令和3年 2 21年 2 現 で の感染 は 2 8 人、 は 88

人となっています。この の感染 の推 をみると、令和2年 2 2 年 から にかけての

事 の や新しい生活様式 2 の な の により、 口までは一 度

の抑え込みに していました。しかし、同年11 は感染 が に し、感染拡大に 止

めがかからない状況となったことから、令和3年 2 21年 1 、 に感染 が多い の

1 3県を対 域とした 事 が され、同13 には対 域が11 県に拡大

されました。 3 1 3  
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次に、市町村別の人口動態について、令和2年(2020年)と平成22年(2010年)を比較すると、こ

の10年間で人口が増加したのは六戸町とおいらせ町で、その他の市町村では人口が減少しています。

特に、農山漁村地域や半島先端部では大幅な減少となっており、今別町、外ヶ浜町、風間浦村、佐

井村、深浦町、鰺ヶ沢町、大間町、中泊町、大鰐町、田子町、新郷村、三戸町、東通村では、20％

を超える減少率となっています。全体として、10％を超える減少率となったのは 40 市町村中、28

市町村となっています。 

また、令和2年(2020年)における65歳以上人口の割合をみると、県平均の33.9％を上回ったの

は32 市町村となっており、中でも今別町の56.0％を始め、外ヶ浜町、新郷村、深浦町、佐井村、

風間浦村、鰺ヶ沢町、田子町、中泊町、大鰐町、蓬田村、七戸町、三戸町、平内町、五戸町、南部

町で40％を上回るなど、人口減少率が高い地域での高齢化の進行が顕著となっています。一方、65

歳以上人口の割合が最も低いのは六ヶ所村で26.2％、次いで三沢市の27.1％、おいらせ町の27.9％

となっています。(図2-3-16) 

 

図2-3-16 市町村別の人口動態

15歳未満人口（年少人口）の割合（R2）人口増減率（R2/H22）

15～64歳人口（生産年齢人口）の割合(R2) 65歳以上人口（老年人口）の割合（R2）

資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」
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